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日 監 収 第 ２ ６ 号  

令和７年８月８日 

 

 

 日高市長  谷ケ﨑 照 雄 様 

 

 

                  日高市監査委員  和 田   茂     

 

 

 

     日高市監査委員  森 崎 成 喜     

 

 

   令和６年度決算の審査意見について 

 地方自治法第２３３条第２項の規定により審査に付された令和６年度日高市一般会計及び特別会計

歳入歳出決算について審査するとともに、地方自治法第２４１条第５項の規定により令和６年度の基

金運用状況について審査したので、次のとおり意見書を提出します。 
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日 監 収 第 ２ ４ 号  

令和７年８月８日  

 

 

日高市長 谷ケ﨑 照 雄  様  

 

 

日高市監査委員 和 田   茂     

 

 

 

日高市監査委員 森 崎 成 喜     

 

 

令和６年度決算の審査意見について 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された令和６年度日高市水道事業会

計及び下水道事業会計決算について審査したので、次のとおり意見書を提出します。 

 

 

写 
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令和６年度日高市一般会計及び特別会計決算並びに基金運用状況審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

（１）一般会計及び特別会計 

令和６年度日高市一般会計歳入歳出決算 

令和６年度日高市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

令和６年度日高市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

令和６年度日高市介護保険特別会計歳入歳出決算 

令和６年度日高市武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

 

（２）附属書類 

令和６年度日高市各会計歳入歳出決算事項別明細書 

令和６年度日高市各会計実質収支に関する調書 

財産に関する調書 

 

（３）基金運用状況 

日高市厚生基金 

日高市高額療養費貸付基金 

日高市用品調達基金 

 

２ 審査の期間 

令和７年６月１７日から令和７年８月４日まで 

 

３ 審査の手続 

決算審査に当たっては、担当職員の説明を聴取するとともに、例月出納検査及び定例監査の結果 

を基に関係帳簿等の照合を行い、各会計決算書及び附属書類並びに基金運用状況調書が関係法令の

規定に準拠して調製されているか、日高市監査基準に準拠しているか、計数は正確か、予算の目的

に沿って執行されているかを主眼として審査を実施した。 

 

４ 審査の結果 

  各会計の決算書及び決算附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法令に基

づき適正に作成されており、その内容、計数も関係諸帳簿及び証書類と符合し、適正なものと認め

られた。また、予算の執行も議決予算の目的に沿い良好に行われており、会計事務も適正に処理さ

れているものと認められた。 

  各会計の審査概要は次のとおりである。 
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［一般会計・特別会計］ 

（１）一般会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は２５，２４１，４３０，８２２円で、前年度歳入決算額２２，８６７，７０２，４０３

円と比較すると２，３７３，７２８，４１９円（１０．４％）の増加となっている。 

増加したものとしては、地方特例交付金２４５，６５８，０００円（４５１．４％）、繰入金１，

２６８，４７５，６３３円（１４０．５％）等があげられる。 

一方、減少したものは、繰越金△６３３，９８９，８７４円（△３６．４％）、諸収入△７０，９

５５，２８４円（△１１．４％）等があげられる。 

歳入決算額を財源別に大別すると、下記の表のとおりであり、自主財源比率５１．０％で、前年度

の５３．９％と比較すると２．９ポイント減少している。 

（単位：円）  

区 分 自 主 財 源 依 存 財 源 歳 入 合 計 

令 和 ６ 年 度 12,881,953,261 12,359,477,561 25,241,430,822 

構 成 比 51.0% 49.0% 100.0% 

令 和 ５ 年 度 12,326,410,325 10,541,292,078 22,867,702,403 

構 成 比 53.9% 46.1% 100.0% 

増 減 額 555,542,936 1,818,185,483 2,373,728,419 

増 減 率 4.5% 17.2% 10.4% 

構 成 比 の 増 減 △ 2.9 ポイント 2.9 ポイント   

 

 

（２） 歳出 

歳出総額は２３，４１５，６７３，７５９円で、前年度歳出決算額２１，７５８，７７４，１７５

円と比較すると１，６５６，８９９，５８４円（７．６％）増加となっている。 

増加したものとしては民生費６１５，０８１，２５９円（７.０％）、土木費１，４３３，９５２，

０２２円（９１．３％）等があげられる。 

一方、減少したものは、総務費△２０８，２５４，１７０円（△５．６％）、災害復旧費△２５

２，７５０，０００円（△９５．７％）等があげられる。 

歳出決算額を性質別に大別すると、消費的経費１５，７２５，９３１千円（構成比６７．２％）、

投資的経費３，０８２，３８３千円（構成比１３．１％）、その他の経費４，６０７，３６０千円

（構成比１９．７％）である。 
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（単位：千円） 

区 分 
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率 

歳 出 決 算 額 23,415,674 100.0% 21,758,774 100.0% 1,656,900 7.6% 

消 費 的 経 費 15,725,931 67.2% 14,827,110 68.1% 898,821 6.1% 

投 資 的 経 費 3,082,383 13.1% 1,920,317 8.8% 1,162,066 60.5% 

その他の経費 4,607,360 19.7% 5,011,347 23.1% △ 403,987 △ 8.1% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は１，８２５，７５７，０６３円で、繰越明許費等の財源として翌年度に７７６，

９９９，０００円を繰り越した。 

（単位：円）  

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比     較 増 減 率 

歳 入 総 額 25,241,430,822 22,867,702,403 2,373,728,419 10.4% 

歳 出 総 額 23,415,673,759 21,758,774,175 1,656,899,584 7.6% 

歳 入 歳 出 差 引 額 1,825,757,063 1,108,928,228 716,828,835 64.6% 

翌 年 度 へ の 

繰 越 財 源 
776,999,000 498,154,000 278,845,000 56.0% 

実 質 収 支 額 1,048,758,063 610,774,228 437,983,835 71.7% 

実質収支額のうち地方自治

法第２３３条の２の規定に

よ る 基 金 繰 入 金 

0 0 0 － 
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２ 執行状況 

（１） 歳入 

歳入の予算に対する収入状況は、予算現額２７，７９２，８９２，０００円に対して、収入済額２

５，２４１，４３０，８２２円で、２，５５１，４６１，１７８円の減少、収入率９０．８％（前年

度９２．３％）である。株式等譲渡所得割交付金等において予算現額を上回る収入済額が確保されて

いる。 

（単位：円） 

款 予 算 現 額 収 入 済 額 比 較 収 入 率 

１ 市 税 8,082,658,000 8,373,362,422 290,704,422 103.6% 

２ 地 方 譲 与 税 179,928,000 172,686,000 △ 7,242,000 96.0% 

３ 利 子 割 交 付 金 2,300,000 3,345,000 1,045,000 145.4% 

４ 配 当 割 交 付 金 40,000,000 63,569,000 23,569,000 158.9% 

５ 株式等譲渡所得割交付金 26,000,000 91,217,000 65,217,000 350.8% 

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 120,000,000 132,983,000 12,983,000 110.8% 

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 1,270,000,000 1,392,581,000 122,581,000 109.7% 

８ ゴルフ場利用税交付金 84,000,000 92,924,452 8,924,452 110.6% 

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 41,000,000 36,946,843 △ 4,053,157 90.1% 

10 地 方 特 例 交 付 金 290,961,000 300,081,000 9,120,000 103.1% 

11 地 方 交 付 税 2,491,945,000 2,515,076,000 23,131,000 100.9% 

12 交通安全対策特別交付金 4,900,000 4,845,000 △ 55,000 98.9% 

13 分 担 金 及 び 負 担 金 170,123,000 160,156,418 △ 9,966,582 94.1% 

14 使 用 料 及 び 手 数 料 242,286,000 234,946,689 △ 7,339,311 97.0% 

15 国 庫 支 出 金 5,569,861,000 4,552,644,536 △ 1,017,216,464 81.7% 

16 県 支 出 金 1,516,049,000 1,428,780,730 △ 87,268,270 94.2% 

17 財 産 収 入 48,817,000 71,141,083 22,324,083 145.7% 

18 寄 附 金 283,047,000 212,009,461 △ 71,037,539 74.9% 

19 繰 入 金 2,688,306,000 2,171,301,720 △ 517,004,280 80.8% 

20 繰 越 金 1,108,928,000 1,108,928,228 228 100.0% 

21 諸 収 入 565,185,000 550,107,240 △ 15,077,760 97.3% 

22 市 債 2,966,598,000 1,571,798,000 △ 1,394,800,000 53.0% 

歳 入 合 計 27,792,892,000 25,241,430,822 △ 2,551,461,178 90.8% 
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（２） 歳出 

歳出の予算に対する執行状況は、予算現額２７，７９２，８９２，０００円に対して、支出済額２

３，４１５，６７３，７５９円、執行率は８４．３％（前年度８７．８％）である。 

（単位：円）  

款 予 算 現 額 支 出 済 額 比 較 執 行 率 

１ 議 会 費 175,635,000 172,982,161 2,652,839 98.5% 

２ 総 務 費 3,936,035,000 3,536,496,398 399,538,602 89.8% 

３ 民 生 費 9,834,174,000 9,360,498,718 473,675,282 95.2% 

４ 衛 生 費 1,805,018,000 1,604,354,237 200,663,763 88.9% 

５ 労 働 費 684,000 594,633 89,367 86.9% 

６ 農 林 水 産 業 費 91,471,000 81,664,624 9,806,376 89.3% 

７ 商 工 費 200,641,000 194,072,857 6,568,143 96.7% 

８ 土 木 費 5,756,405,000 3,005,268,406 2,751,136,594 52.2% 

９ 消 防 費 840,225,000 837,019,903 3,205,097 99.6% 

10 教 育 費 2,986,349,000 2,513,811,669 472,537,331 84.2% 

11 災 害 復 旧 費 26,414,000 11,380,300 15,033,700 43.1% 

12 公 債 費 1,600,807,000 1,584,310,903 16,496,097 99.0% 

13 諸 支 出 金 514,381,000 513,218,950 1,162,050 99.8% 

14 予 備 費 24,653,000 0 24,653,000 0.0% 

歳 出 合 計 27,792,892,000 23,415,673,759 4,377,218,241 84.3% 
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３ 将来にわたる財政負担及び基金の状況（普通会計） 

令和６年度の市債発行額は、一般会計１４，１００，４２１千円、武蔵高萩駅北土地区画整理事業

特別会計１，１４４，３２４千円の合計１５，２４４，７４５千円であり、また、公債費（元金・利

子）の支出額は、一般会計１，５８４，３１１千円、武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計２０

０，５１３千円の合計１，７８４，８２４千円である。なお、公債費比率は７．９％である。 

以上の結果、令和６年度末の市債の残高合計は、１５，２４４，７４５千円（武蔵高萩駅北土地区

画整理事業特別会計を含む。）で、前年度と比較すると１７３，０６３千円減少している。 

令和６年度末の債務負担行為額は、４，２３３，０５３千円である。また、公債費に準ずる債務負

担行為を含む公債費比率は、７．９％である。 

令和６年度末に積立を目的とした基金の年度末残高は４，１９８，４０８千円となっている。 

これらの負債及び基金の人口１人当たりの額を求めると、令和６年度末の当市の人口が５４，０３

７人であるので、負債が３６０，４５３円、基金が７７，６９５円となる。また、負債から基金の額

を差し引いた純負債は２８２，７５８円となり、前年度の２７１，８３１円と比較すると１０，９２

７円高い数値となった。 

 

 

区 分 年度末残高（千円） 人口１人あたり（円） 備 考 

１ 市           債 15,244,745 282,117  公債費比率 

  一 般 会 計 14,100,421 260,940 7.9% 

  

武 蔵 高 萩 駅 北 土 地 区 画 整 理 

事 業 特 別 会 計 1,144,324 21,177   

２ 債  務  負  担  行  為 4,233,053 78,336 債務負担行為を含む

公債費比率 負    債    合    計  （Ａ）  19,477,798 360,453 

３  積 立 目 的 基 金 （Ｂ）  4,198,408 77,695 7.9% 

  財 政 調 整 基 金 2,709,790 50,147   

  減 債 基 金 407,893 7,548   

  緑 の 基 金 27,658 512   

  巾 着 田 施 設 整 備 基 金 10,124 187   

  ま ち づ く り 基 金 454,525 8,411   

  公 共 施 設 整 備 基 金 570,578 10,559   

  森 林 環 境 譲 与 税 基 金 15,009 278   

 清 流 文 化 都 市 ひ だ か 創 生 基 金 2,831 52  

４ 純 負 債 （ Ａ － Ｂ ） 15,279,390 282,758   

          （数値は令和６年度地方財政状況調査による。） 
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４ 歳入 

〔１款〕市税                                     （単位：円）  

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 8,082,658,000 8,381,832,000 △ 299,174,000 △ 3.6% 

調 定 額 8,504,460,468 8,526,956,963 △ 22,496,495 △ 0.3% 

収 入 済 額 8,373,362,422 8,395,487,880 △ 22,125,458 △ 0.3% 

不 納 欠 損 額 5,804,023 3,451,457 2,352,566 68.2% 

還 付 未 済 額 908,746 800,611 108,135 13.5% 

収 入 未 済 額 126,202,769 128,818,237 △ 2,615,468 △ 2.0% 

収 入 率 対予算 103.6% 100.2%   

収 納 率 対調定 98.5% 98.5% 0.0 ポイント 

   現年分 99.4% 99.4% 0.0 ポイント 

   滞繰分 37.1% 37.9%  △0.8 ポイント 

予算現額８，０８２，６５８，０００円に対して、調定額８，５０４，４６０，４６８円、収入済

額８，３７３，３６２，４２２円で、収入済額は予算現額に対して２９０，７０４，４２２円の増加

である。また、前年度と比較すると２２，１２５，４５８円（０．３％）の減少である。 

収納率は９８．５％（前年度９８．５％）で、現年課税分は９９．４％（前年度９９．４％）、滞

納繰越分は３７．１％（前年度３７．９％）である。なお、還付未済額は９０８，７４６円である。 

 

○収入未済額と不納欠損額                               （単位：円） 

区 分 （ 項 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 不 納 欠 損 額 

市 民 税 3,310,236,667 3,246,222,331 60,722,145 4,027,837 

固 定 資 産 税 4,272,302,486 4,214,632,227 56,480,687 1,296,826 

軽 自 動 車 税 196,902,725 191,978,550 4,601,775 379,700 

市 た ば こ 税 386,168,587 386,168,587 0 0 

都 市 計 画 税 338,850,003 334,360,727 4,398,162 99,660 

計 8,504,460,468 8,373,362,422 126,202,769 5,804,023 

収入未済額については、現年課税分１，５０２件、５１，２９６，２３６円（前年度１，４９０

件、４９，４７８，３７５円）、滞納繰越分２，１８６件、７４，９０６，５３３円（前年度２，３

８８件、７９，３３９，８６２円）で、合計は前年度と比較すると２，６１５，４６８円（２．

０％）の減少である。 

また、不納欠損額は、２５１件、５，８０４，０２３円で、前年度と比較すると１２４件、２，３

５２，５６６円（６８．２％）の増加である。いずれも地方税法第１５条の７及び第１８条の規定に

よる所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 
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〔２款〕地方譲与税                                  （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方揮発油 

譲 与 税 

40,000,000 40,207,000 207,000 40,962,000 △ 755,000 

    0.5%   △ 1.8% 

自動車重量 

譲 与 税 

130,000,000 123,046,000 △ 6,954,000 123,491,000 △ 445,000 

    △ 5.3%   △ 0.4% 

森 林 環 境 

譲 与 税 

9,928,000 9,433,000 △ 495,000 8,090,000 1,343,000 

    △ 5.0%   16.6% 

合 計 
179,928,000 172,686,000 △ 7,242,000 172,543,000 143,000 

    △ 4.0%   0.1% 

予算現額１７９，９２８，０００円に対して、収入済額１７２，６８６，０００円で、収入済額は

予算現額に対して、７，２４２，０００円（４．０％）の減少である。また、前年度と比較すると１

４３，０００円（０．１％）増加している。 

 

 

〔３款〕利子割交付金                                 （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

利 子 割 

交 付 金 

2,300,000 3,345,000 1,045,000 2,498,000 847,000 

    45.4%   33.9% 

予算現額２，３００，０００円に対して、収入済額３，３４５，０００円で、収入済額は予算現額

に対して、１，０４５，０００円（４５．４％）の増加である。また、前年度と比較すると８４７，

０００円（３３．９％）増加している。 

 

 

〔４款〕配当割交付金                                 （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

配当割交

付 金 

40,000,000 63,569,000 23,569,000 45,500,000 18,069,000 

    58.9%   39.7% 

予算現額４０，０００，０００円に対して、収入済額６３，５６９，０００円で、収入済額は予算

現額に対して、２３，５６９，０００円（５８．９％）の増加である。また、前年度と比較すると１

８，０６９，０００円（３９．７％）増加している。 

 

  



  11 

〔５款〕株式等譲渡所得割交付金                          （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

株 式 等 譲 渡 

所得割交付金 

26,000,000 91,217,000 65,217,000 52,830,000 38,387,000 

    250.8%   72.7% 

予算現額２６，０００，０００円に対して、収入済額９１，２１７，０００円で、収入済額は予算

現額に対して、６５，２１７，０００円（２５０．８％）の増加である。また、前年度と比較すると

３８，３８７，０００円（７２．７％）増加している。 

 

 

〔６款〕法人事業税交付金                              （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

法人事業税 

交 付 金 

120,000,000 132,983,000 12,983,000 118,007,000 14,976,000 

    10.8%   12.7% 

予算現額１２０，０００，０００円に対して、収入済額１３２，９８３，０００円で、収入済額は

予算現額に対して、１２，９８３，０００円（１０．８％）の増加である。また、前年度と比較する

と１４，９７６，０００円（１２．７％）増加している。 

 

 

〔７款〕地方消費税交付金                              （単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方消費税 

交 付 金 

1,270,000,000 1,392,581,000 122,581,000 1,320,676,000 71,905,000 

    9.7%   5.4% 

予算現額１，２７０，０００，０００円に対して、収入済額１，３９２，５８１，０００円で、収

入済額は予算現額に対して、１２２，５８１，０００円（９．７％）の増加である。また、前年度と

比較すると７１，９０５，０００円（５．４％）増加している。 

 

 

 

 

 



 12 

〔８款〕ゴルフ場利用税交付金                            （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

ゴルフ場利

用 税 

交 付 金 

84,000,000 92,924,452 8,924,452 85,832,142 7,092,310 

    10.6%   8.3% 

予算現額８４，０００，０００円に対して、収入済額９２，９２４，４５２円で、収入済額は予

算現額に対して、８，９２４，４５２円（１０．６％）の増加である。また、前年度と比較すると

７，０９２，３１０円（８．３％）増加している。 

 

 

〔９款〕環境性能割交付金                             （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

環境性能割 

交 付 金 

41,000,000 36,946,843 △ 4,053,157 32,889,754 4,057,089 

    △ 9.9%   12.3% 

予算現額４１，０００，０００円に対して、収入済額３６，９４６，８４３円で、収入済額は予

算現額に対して４，０５３，１５７円（９．９％）の減少である。また、前年度と比較すると４，

０５７，０８９円（１２．３％）増加している。 

 

 

〔10 款〕地方特例交付金                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地 方 特 例 

交 付 金 

290,960,000 290,960,000 0 48,714,000 242,246,000 

    0.0%   497.3% 

新型コロナ

ウイルス感

染 症 対 策 

地方税減収

補 填 特 別 

交 付 金 

1,000 9,121,000 9,120,000 5,709,000 3,412,000 

    912,000.0%   59.8% 

合 計 
290,961,000 300,081,000 9,120,000 54,423,000 245,658,000 

    3.1%   451.4% 

予算現額２９０，９６１，０００円に対して、収入済額３００，０８１，０００円で、収入済額

は予算現額に対して、９，１２０，０００円（３．１％）の増加である。また、前年度と比較する

と２４５，６５８，０００円（４５１．４％）増加している。 
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〔11 款〕地方交付税                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方交付税 
2,491,945,000 2,515,076,000 23,131,000 2,124,272,000 390,804,000 

    0.9%   18.4% 

予算現額２,４９１，９４５,０００円に対して、収入済額２,５１５，０７６,０００円で、収入

済額は予算現額に対して、２３，１３１，０００円（０．９％）の増加である。また、前年度と比

較すると３９０，８０４,０００円（１８．４％）増加している。 

 

 

〔12 款〕交通安全対策特別交付金                           （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

交 通 安 全 

対 策 特 別 

交 付 金 

4,900,000 4,845,000 △ 55,000 4,868,000 △ 23,000 

    
△ 1.1%   △ 0.5% 

予算現額４，９００，０００円に対して、収入済額４，８４５，０００円で、収入済額は予算現

額に対して、５５，０００円（１．１％）の減少である。また、前年度と比較すると２３，０００

円（０．５％）減少している。 

 

 

〔13 款〕分担金及び負担金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

負 担 金 
170,123,000 160,156,418 △ 9,966,582 160,535,555 △ 379,137 

    △ 5.9%   △ 0.2% 

予算現額１７０，１２３，０００円に対して、収入済額１６０，１５６，４１８円で、収入済額

は予算現額に対して、９，９６６，５８２円（５．９％）の減少である。また、前年度と比較する

と３７９，１３７円（０．２％）減少している。 

 

○収入未済額                                   （単位：円） 

区  分 (節） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

社会福祉費負担金 4,501,857 3,520,326 981,531 78.2% 

児童福祉費負担金 156,246,690 154,611,260 1,621,430 99.0% 

収入未済額の内訳は、老人ホーム入所措置費負担金の現年分８７２，７００円（１件）、過年度

分１０８，８３１円（１件）、保育所保護者負担金の現年度分５６６，６００円（７件）、過年度分

３５５，８３０円（６件）、学童保育室保護者負担金の現年度分５６８，５００円（１４件）、過年

度分１３０，５００円（５件）である。 
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〔14 款〕使用料及び手数料                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

使 用 料 
115,531,000 117,581,599 2,050,599 135,015,410 △ 17,433,811 

    1.8%   △ 12.9% 

手 数 料 
126,755,000 117,365,090 △ 9,389,910 116,111,550 1,253,540 

    △ 7.4%   1.1% 

合 計 
242,286,000 234,946,689 △ 7,339,311 251,126,960 △ 16,180,271 

    △ 3.0%   △ 6.4% 

予算現額２４２，２８６，０００円に対して、収入済額２３４，９４６，６８９円で、収入済額

は予算現額に対して７，３３９，３１１円（３．０％）の減少である。また、前年度と比較すると

１６，１８０，２７１円（６．４％）減少している。 

 

○収入未済額                                   （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

住 宅 使 用 料 8,864,894 8,448,774 416,120 95.3% 

収入未済額の内訳は、住宅使用料で市営住宅使用料の現年度分４０１，３２０円（７件）、過年

度分１４，８００円（１件）である。 

 

〔15 款〕国庫支出金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

国庫負担金 
2,776,230,000 2,782,048,471 5,818,471 2,578,857,927 203,190,544 

    0.2%   7.9% 

国庫補助金 
2,780,791,000 1,755,516,000 △ 1,025,275,000 1,678,346,540 77,169,460 

    △ 36.9%   4.6% 

委 託 金 
12,840,000 15,080,065 2,240,065 16,740,305 △ 1,660,240 

    17.4%   △ 9.9% 

合 計 
5,569,861,000 4,552,644,536 △ 1,017,216,464 4,273,944,772 278,699,764 

    △ 18.3%   6.5% 

予算現額５，５６９，８６１，０００円に対して、収入済額４，５５２，６４４，５３６円で、

収入済額は予算現額に対して、１，０１７，２１６，４６４円（１８．３％）の減少である。ま

た、前年度と比較すると２７８，６９９，７６４円（６．５％）増加している。 
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○収入未済額                                 （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

総務管理費国庫補助金 38,000,000 0 38,000,000 0.0% 

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 

国 庫 補 助 金 
5,857,000 1,309,000 4,548,000 22.3% 

道 路 橋 り ょ う 費 

国 庫 補 助 金 
51,773,000 4,850,000 46,923,000 9.4% 

都市計画費国庫補助金 1,373,533,000 485,699,000 887,834,000 35.4% 

公共土木施設災害復旧費 

国 庫 補 助 金 
6,909,000 0 6,909,000 0.0% 

  収入未済額の内訳は、総務管理費国庫補助金の新しい地方経済・生活環境創生交付金３８，００

０，０００円、戸籍住民基本台帳費国庫補助金の社会保障・税番号制度システム整備費補助金４，

５４８，０００円、道路橋りょう費国庫補助金の防災・安全社会資本整備交付金１０，２１０，０

００円、道路メンテナンス事業補助金１２，４１３，０００円、都市構造再編集中支援事業補助金

２４，３００，０００円、都市計画費国庫補助金の都市構造再編集中支援事業補助金６９４，１０

０，０００円、防災・安全社会資本整備交付金１９３，７３４，０００円、公共土木施設災害復旧

費国庫補助金の災害等廃棄物処理事業費補助金６，９０９，０００円である。いずれも補助対象事

業が令和７年度に繰り越されたことによるものである。 

 

〔16 款〕県支出金                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

県 負 担 金 
1,064,854,000 1,008,457,408 △ 56,396,592 930,171,789 78,285,619 

    △ 5.3%   8.4% 

県 補 助 金 
330,935,000 296,313,470 △ 34,621,530 313,213,994 △ 16,900,524 

    △ 10.5%   △ 5.4% 

委 託 金 
120,260,000 124,009,852 3,749,852 114,599,627 9,410,225 

    3.1%   8.2% 

合 計 
1,516,049,000 1,428,780,730 △ 87,268,270 1,357,985,410 70,795,320 

    △ 5.8%   5.2% 

予算現額１，５１６，０４９，０００円に対して、収入済額１，４２８，７８０，７３０円で、

収入済額は予算現額に対して、８７，２６８，２７０円（５．８％）の減少である。また、前年度

と比較すると７０，７９５，３２０円（５．２％）増加している。 
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〔17 款〕財産収入                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

財 産 運 用 

収 入 

4,664,000 4,728,878 64,878 4,249,634 479,244 

    1.4%   11.3% 

財 産 売 払 

収 入 

44,153,000 66,412,205 22,259,205 20,399,700 46,012,505 

    50.4%   225.6% 

合 計 
48,817,000 71,141,083 22,324,083 24,649,334 46,491,749 

    45.7%   188.6% 

予算現額４８，８１７，０００円に対して、収入済額７１，１４１，０８３円で、収入済額は予

算現額に対して、２２，３２４，０８３円（４５．７％）の増加である。また、前年度と比較する

と、４６，４９１，７４９円（１８８．６％）増加している。 

 

 

〔18 款〕寄附金                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

寄 附 金 
283,047,000 212,009,461 △ 71,037,539 227,803,883 △ 15,794,422 

    △ 25.1%   △ 6.9% 

予算現額２８３，０４７，０００円に対して、収入済額２１２，００９，４６１円で、収入済額

は予算現額に対して、７１，０３７，５３９円（２５．１％）の減少である。また、前年度と比較

すると１５，７９４，４２２円（６．９％）減少している。 

 

 

〔19 款〕繰入金                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

特 別 会 計 

繰 入 金 

62,217,000 62,215,508 △ 1,492 60,759,668 1,455,840 

    △ 0.0%   2.4% 

基金繰入金 
2,626,089,000 2,109,086,212 △ 517,002,788 842,066,419 1,267,019,793 

    △ 19.7%   150.5% 

合 計 
2,688,306,000 2,171,301,720 △ 517,004,280 902,826,087 1,268,475,633 

    △ 19.2%   140.5% 

予算現額２，６８８，３０６，０００円に対して、収入済額２，１７１，３０１，７２０円で、

収入済額は予算現額に対して、５１７，００４，２８０円（１９．２％）の減少である。また、前

年度と比較すると１，２６８，４７５，６３３円（１４０．５％）増加している。 
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〔20 款〕繰越金                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

繰 越 金 
1,108,928,000 1,108,928,228 228 1,742,918,102 △ 633,989,874 

    0.0%   △ 36.4% 

予算現額１，１０８，９２８，０００円に対して、収入済額１，１０８，９２８，２２８円で、

収入済額は予算現額に対して、２２８円（０．０％）の増加である。また、前年度と比較すると６

３３，９８９，８７４円（３６．４％）減少している。 

 

〔21 款〕諸収入                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

延 滞 金 、 

加 算 金 

及 び 過 料 

9,000,000 8,690,656 △ 309,344 11,279,395 △ 2,588,739 

    △ 3.4%   △ 23.0% 

市預金利子 
1,000 59,247 58,247 1,162 58,085 

    5,824.7%   4,998.7% 

貸 付 金 

元 利 収 入 

5,500,000 5,500,000 0 5,500,000 0 

    0.0%   0.0% 

受 託 事 業 

収 入 

31,495,000 26,359,272 △ 5,135,728 25,343,998 1,015,274 

    △ 16.3%   4.0% 

雑 入 
519,189,000 509,498,065 △ 9,690,935 578,937,969 △ 69,439,904 

    △ 1.9%   △ 12.0% 

合 計 
565,185,000 550,107,240 △ 15,077,760 621,062,524 △ 70,955,284 

    △ 2.7%   △ 11.4% 

予算現額５６５，１８５，０００円に対して、収入済額５５０，１０７，２４０円で、収入済額

は予算現額に対して、１５，０７７，７６０円（２．７％）の減少である。前年度と比較すると７

０，９９５，２８４円（１１．４％）減少している。 
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○収入未済額と不納欠損額                             （単位：円） 

区  分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 不納欠損額 収 納 率 

加 算 金 65,420 0 65,420 0 0.0% 

保育所給食費収入 5,811,200 5,719,100 92,100 0 98.4% 

学校給食費収入 188,108,032 182,702,044 5,405,988 0 97.1% 

民 生 費 雑 入 83,000,728 26,808,677 55,241,299 950,752 32.3% 

土 木 費 雑 入 33,000 0 33,000 0 0.0% 

収入未済額の内訳は、障がい児通所給付費の不正請求に係る返還金の加算金６５，４２０円、保

育所給食費収入の保育所給食費徴収金現年度分９２，１００円、学校給食費収入の学校給食費徴収

金現年度分２，０５８，５８７円、学校給食費徴収金滞納繰越分３，３４７，４０１円、民生費雑

入の障がい児通所支援給付費返還金１６３，５５１円、生活保護費返還金５３，１７７，７３９

円、児童手当返還金２２５，０００円、児童扶養手当返還金１，５０４，４００円、ひとり親家庭

等医療費返還金１３，５６８円、子育て世帯への臨時特別給付金返還金３７０，０００円、老人保

健第三者納付金１５０，０００円、後期高齢者健康診査返還金７，０４１円、土木費雑入の空家等

緊急安全措置費徴収金３３，０００円である。 

また、不納欠損額は生活保護費返還金９５０，７５２円であり、地方自治法第２３６条の規定に

よる所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 

 

〔22 款〕市債                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

市 債 
2,966,598,000 1,571,798,000 △ 1,394,800,000 895,023,000 676,775,000 

    △ 47.0%   75.6% 

予算現額２，９６６，５９８，０００円に対して、収入済額は１，５７１，７９８，０００円で

あり、収入済額は予算現額に対して、１，３９４，８００，０００円（４７．０％）の減少であ

る。また、前年度と比較すると６７６，７７５，０００円（７５．６％）増加している。 

市債の内訳は、総務管理債１３１，８００，０００円、児童福祉債１０，６００，０００円、道

路橋りょう債６７，５００，０００円、都市計画債８２０，５００，０００円、小学校債５７，６

００，０００円、中学校債２４５，７００，０００円、義務教育学校債３４，３００，０００円、

社会教育債１４２，６００，０００円、臨時財政対策債６１，１９８，０００円である。 
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５ 歳出  

〔１款〕議会費                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

議 会 費 
175,635,000 172,982,161 2,652,839 172,845,533 136,628 

  98.5%     0.1% 

議会運営に関する経常経費であり、予算現額１７５，６３５，０００円に対して、支出済額は１７

２，９８２，１６１円である。また、前年度と比較すると１３６，６２８円（０．１％）増加してい

る。 

 

 

〔２款〕総務費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

総務管理費 
3,245,988,000 2,895,690,291 264,693,709 3,160,043,072 △ 264,352,781 

  89.2%     △ 8.4% 

徴 税 費 
412,175,000 391,338,849 20,836,151 336,691,416 54,647,433 

  94.9%     16.2% 

戸 籍 住 民 

基本台帳費 

176,936,000 166,502,819 5,507,181 157,165,450 9,337,369 

  94.1%     5.9% 

選 挙 費 
88,651,000 71,244,646 17,406,354 77,201,882 △ 5,957,236 

  80.4%     △ 7.7% 

統計調査費 
3,493,000 3,155,119 337,881 4,074,943 △ 919,824 

  90.3%     △ 22.6% 

監査委員費 
8,792,000 8,564,674 227,326 9,573,805 △ 1,009,131 

  97.4%     △ 10.5% 

合 計 
3,936,035,000 3,536,496,398 309,008,602 3,744,750,568 △ 208,254,170 

  89.8%     △ 5.6% 

予算現額３，９３６，０３５，０００円に対して、支出済額は３，５３６，４９６，３９８円であ

り、前年度と比較すると２０８，２５４，１７０円（５．６％）減少している。 

支出済額の主なものは、総務管理費のまちづくり寄附金事務（一般管理費）２７２，６３２，５０７

円、財政調整基金管理運用事務（財産管理費）５１９，４４４，５７５円、庁舎等維持管理事業（財産

管理費）２６６，６５９，４０６円、ＩＣＴ管理運営事務（企画費）２０４，３２３，５４０円であ

る。 

 翌年度繰越額が９０，５３０，０００円（総務管理費、戸籍住民基本台帳費）である。 
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〔３款〕民生費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

社会福祉費 
5,280,495,000 5,006,659,453 237,437,547 4,667,227,125 339,432,328 

  94.8%     7.3% 

児童福祉費 
3,408,959,000 3,235,759,771 173,199,229 3,022,623,233 213,136,538 

  94.9%     7.1% 

生活保護費 
1,144,415,000 1,117,779,494 26,635,506 1,055,167,101 62,612,393 

  97.7%     5.9% 

災害救助費 
305,000 300,000 5,000 400,000 △ 100,000 

  98.4%     △ 25.0% 

合 計 
9,834,174,000 9,360,498,718 437,277,282 8,745,417,459 615,081,259 

  95.2%     7.0% 

予算現額９，８３４，１７４,０００円に対して、支出済額は９，３６０，４９８，７１８円で

あり、前年度と比較すると６１５，０８１，２５９円（７．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、社会福祉費の住民税非課税世帯等支援臨時給付金及び定額減税補足給付

金給付事業（社会福祉総務費）３８７，９００，０００円、障がい福祉サービス等給付事業（障害

者福祉費）１，４５１，８２５，２３３円、重度心身障がい者医療費助成事業（障害者福祉費）１

１８，５７５，８０３円、後期高齢者医療広域連合療養給付費負担事務（老人福祉費）５９１，８

６６，２３９円、児童福祉費の子ども医療費支給事業（児童福祉総務費）１８２，２８６，０２２

円、民間保育園等児童保育委託事業（児童措置費）６３１，３１７，９２０円、子どものための教

育・保育給付事業（児童措置費）３５０，４２９，５９２円、児童手当支給事業（児童措置費）７

８４，０７０，０００円、学童保育室維持管理事業（児童福祉施設費）３３９，０２２，７６７

円、生活保護費の低所得者自立支援事業（扶助費）１，０３３，４６４，９４９円である。 

 翌年度繰越額が３６，３９８，０００円（社会福祉費）である。 

 

 

〔４款〕衛生費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

保健衛生費 
764,007,000 584,353,981 179,653,019 717,300,229 △ 132,946,248 

  76.5%     △ 18.5% 

清 掃 費 
1,041,011,000 1,020,000,256 21,010,744 981,484,552 38,515,704 

  98.0%     3.9% 

合 計 
1,805,018,000 1,604,354,237 200,663,763 1,698,784,781 △ 94,430,544 

  88.9%     △ 5.6% 

予算現額１，８０５，０１８，０００円に対して、支出済額は１，６０４，３５４，２３７円であ

る。また、前年度と比較すると９４，４３０，５４４円（５．６％）減少している。 
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支出済額の主なものは、保健衛生費の予防接種事業（予防費）１９６，２１９，８９６円、清掃

費の一般廃棄物収集運搬処理事業（塵芥処理費）８３９，１３２，５０４円である。 

 

 

〔５款〕労働費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

労 働 諸 費 
684,000 594,633 89,367 545,778 48,855 

  86.9%     9.0% 

予算現額６８４，０００円に対して、支出済額は５９４，６３３円である。また、前年度と比較

すると４８，８５５円（９．０％）増加している。 

 

 

〔６款〕農林水産業費                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

農 業 費 
77,310,000 71,977,518 5,332,482 73,258,893 △ 1,281,375 

  93.1%     △ 1.7% 

林 業 費 
14,161,000 9,687,106 4,473,894 7,699,209 1,987,897 

  68.4%     25.8% 

合 計 
91,471,000 81,664,624 9,806,376 80,958,102 706,522 

  89.3%     0.9% 

予算現額９１，４７１，０００円に対して、支出済額は８１，６６４，６２４円である。また、

前年度と比較すると７０６，５２２円（０．９％）増加している。 

支出済額の主なものは、林業費の林業振興事業（林業振興費）８，６３７，１８６円である。 

 

 

〔７款〕商工費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

商 工 費 
200,641,000 194,072,857 6,568,143 259,852,834 △ 65,779,977 

  96.7%     △ 25.3% 

予算現額２００，６４１，０００円に対して、支出済額は１９４，０７２，８５７円である。ま

た、前年度と比較すると６５，７７９，９７７円（２５．３％）減少している。 

支出済額の主なものは、商工振興活動団体支援事務（商工総務費）１０，５００，０００円、高

麗郷古民家等利活用事業（観光費）８，９３４，３４９円である。 
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〔８款〕土木費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

土木管理費 
208,721,000 199,300,609 9,420,391 195,869,238 3,431,371 

  95.5%     1.8% 

道 路 

橋りょう費 

645,553,000 472,874,503 44,159,497 410,535,049 62,339,454 

  73.3%     15.2% 

河 川 費 
32,930,000 32,421,100 508,900 50,481,100 △ 18,060,000 

  98.5%     △ 35.8% 

都市計画費 
4,848,520,000 2,291,450,686 34,273,314 906,970,172 1,384,480,514 

  47.3%     152.6% 

住 宅 費 
20,681,000 9,221,508 11,459,492 7,460,825 1,760,683 

  44.6%     23.6% 

合 計 
5,756,405,000 3,005,268,406 99,821,594 1,571,316,384 1,433,952,022 

  52.2%     91.3% 

予算現額５，７５６，４０５，０００円に対して、支出済額は３，００５，２６８，４０６円で

あり、前年度と比較すると１，４３３，９５２，０２２円（９１．３％）増加している。 

支出済額の主なものは、道路橋りょう費の道路等維持・補修事業（道路維持費）２８０，０６

９，７９３円、幹線市道整備事業（道路新設改良費）７２，０３８，８６２円、雨水排水整備事業

（道路新設改良費）３６，８２９，１００円、都市計画費の高麗川駅東口開設事業（都市計画総務

費）７１９，６８３，８２２円、高萩北部土地区画整理事業（土地区画整理費）４５４，２１０，

０１５円である。 

翌年度繰越額が１２８，５１９，０００円（道路橋りょう費）、２，５２２，７９６，０００円

（都市計画費）である。 

 

 

〔９款〕消防費                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

消 防 費 
840,225,000 837,019,903 3,205,097 840,236,073 △ 3,216,170 

  99.6%     △ 0.4% 

予算現額８４０，２２５，０００円に対して、支出済額は８３７，０１９，９０３円である。前

年度と比較すると３，２１６，１７０円（０．４％）減少している。 

支出済額の主なものは、埼玉西部消防組合事務（常備消防費）７７９，７６５，９３９円であ

る。 
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〔10 款〕教育費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前 年 度 決 算 額 増 減 額 ・ 率 

教育総務費 
549,108,000 532,410,421 16,697,579 503,759,654 28,650,767 

  97.0%     5.7% 

小 学 校 費 
384,856,000 228,679,128 57,789,872 416,151,349 △ 187,472,221 

  59.4%     △ 45.0% 

中 学 校 費 
748,955,000 582,510,708 64,512,292 549,784,414 32,726,294 

  77.8%     6.0% 

義務教育学

校 費 

194,161,000 108,222,905 32,617,095 31,071,470 77,151,435 

  55.7%     248.3% 

社会教育費 
623,098,000 596,008,496 27,089,504 465,644,181 130,364,315 

  95.7%     28.0% 

保健体育費 
486,171,000 465,980,011 20,190,989 484,110,094 △ 18,130,083 

  95.8%     △ 3.7% 

合 計 
2,986,349,000 2,513,811,669 218,897,331 2,450,521,162 63,290,507 

  84.2%     2.6% 

予算現額２，９８６，３４９，０００円に対して、支出済額は２，５１３，８１１，６６９円であ

り、前年度と比較すると６３，２９０，５０７円（２．６％）増加している。 

支出済額の主なものは、小学校費の小学校維持管理事業（学校管理費）１３３，５８１，１２０

円、中学校費の中学校維持管理事業（学校管理費）１４７，７４３，０８０円、中学校維持管理事

業（繰越明許分）（学校管理費）４０６，９５５，０００円、社会教育費の公民館維持管理事業

（教育総務課）（社会教育総務費）１９６，５７９，９０３円である。 

翌年度繰越額が９８，３８７，０００円（小学校費）、１０１，９３２，０００円（中学校費）、

５３，３２１，０００円（義務教育学校費）である。 

 

 

〔11 款〕災害復旧費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 共 土 木 

施 設 災 害 

復 旧 費 

26,414,000 11,380,300 3,700 264,130,300 △ 252,750,000 

  43.1%     △ 95.7% 

予算現額２６，４１４，０００円に対して、支出済額は１１，３８０，３００円であり、前年度

と比較すると２５２，７５０，０００円（９５．７％）減少している。 

支出済額の内訳は、河川災害復旧費の河川・水路災害復旧事業７，０１０，３００円である。 

  翌年度繰越額が１５，０３０，０００円（公共土木施設災害復旧費）である。 
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〔12 款〕公債費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前 年 度 決 算 額 増 減 額 ・ 率 

公 債 費 
1,600,807,000 1,584,310,903 16,496,097 1,533,786,451 50,524,452 

  99.0%     3.3% 

予算現額１，６００，８０７，０００円に対して、支出済額は１，５８４，３１０，９０３円で

あり、前年度と比較すると５０，５２４，４５２円（３．３％）増加している。 

支出済額の内訳は、公債費の市債元金償還事務（元金）１，５４７，６９８，７６１円である。 

 

 

〔13 款〕諸支出金                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公営企業費 
514,381,000 513,218,950 1,162,050 395,628,750 117,590,200 

  99.8%     29.7% 

予算現額５１４，３８１，０００円に対して、支出済額は５１３，２１８，９５０円であり、前

年度と比較すると１１７，５９０，２００円（２９．７％）増加している。 

支出済額の内訳は、下水道事業会計助成事務（公営企業費）４７３，２８１，０００円、水道事

業会計助成事務（繰越明許分）（公営企業費）３９，９３７，９５０円である。 

 

   

〔14 款〕予備費                                   （単位：円） 

区 分 当初予算額 補正予算額 充用額・率 予 算 現 額 前年度充用額 増減額・率 

予 備 費 
40,000,000 0 15,347,000 24,653,000 21,482,000 △6,135,000 

    38.4%     △ 28.6% 

歳出決算事項別明細書のとおり、各科目に充当されている。 
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６ 総括 

令和６年度の決算については、歳入総額が２５，２４１，４３０，８２２円で、前年度歳入決算

額２２，８６７，７０２，４０３円と比較すると２，３７３，７２８，４１９円（１０．４％）の

増加である。また、歳出総額が２３，４１５，６７３，７５９円で、前年度歳出決算額２１，７５

８，７７４，１７５円と比較すると１，６５６，８９９，５８４円（７．６％）増加している。 

その構成を見ると、歳入は自主財源比率が前年度決算と比較し２．９ポイントの減少、歳出は消

費的経費、投資的経費が増加し、その他の経費が減少している。 

令和６年度の決算の特徴として、歳入では、地方特例交付金の収入済額が前年度と比較すると２

４５，６５８，０００円（４５１．４％）増加している。これは、急激な物価高騰に対応するため

に国が進めた定額減税に伴う市民税の減収分を交付金により全額補填されたことなどによるもので

ある。このほか、繰入金の収入済額は昨年度決算額と比較して１，２６８，４７５，６３３円（１

４０．５％）増加している。これは、高麗川駅東口開設事業、公民館維持管理事業などの財源とし

ての公共施設整備基金の繰入額が昨年度決算額と比較して５６６，２５６，０００円（２０４．

５％）、歳入歳出差引の調整を行うための財政調整基金の繰入額が昨年度決算額と比較して７１８，

９０７，０００円（３９７．０％）それぞれ増加したことなどによるものである。 

歳出において、性質別では、投資的経費が前年度決算額を上回った。この理由として、土木費の

都市計画費において、高萩北部土地区画整理事業等に関連する支出が増加したことなどによるもの

である。また、科目別では、総務費、衛生費、商工費、消防費、災害復旧費が前年度決算額より減

少となったが、その他の科目では増加となっている。民生費については、社会福祉費の増加に加え、

子ども医療費支給事業や児童手当支給事業に関連する児童福祉費の増加などによるものである。 

以上のとおり、歳入においては、国が主導する総合経済対策の影響などにより依存財源の比率が

増加したものの、自主財源は前年度決算額と比較すると４．５ポイント増加している。老朽化施設

への対策などの財源については、引き続き国・県の予算編成や制度改正の動向を注視し国・県支出

金等の収入を可能な限り有効活用しつつ、旭ケ丘松の台地区への企業誘致などにより市税をはじめ

とした自主財源の確保にも努め、持続可能な財政運営を心掛けていただきたい。 

他方、現在のわが国の経済情勢を鑑みると、雇用や所得環境が改善し緩やかな景気回復の兆しが

あるが、急激な物価高に対して賃金の伸びが追い付かず、足元の物価高騰対策が急務となっている。

歳出においては、大幅な歳入増加が期待できない状況下で、令和７年度には「日高市総合計画前期

基本計画」の最終年を迎え、目標達成に向けた関連事業に係る経費などが見込まれるが、人件費、

扶助費、公債費からなる義務的経費の増加傾向や、９０％を超える経常収支比率など、難しい行財

政運営が求められる状況の中、様々な行政課題に対応し、安定的かつ効率的な行政サービスを提供

することが重要性を増すものと考えられる。 

これらのことから、適正な予算の執行や計画的な事務の執行を心掛けていただくとともに、予算

の執行に当たっては、執行状況を精査し所要の補正を行うなど、不用額の縮減に努め、効率的な予

算の執行に努めていただきたい。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも

関係法令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿及び証書類の

処理も妥当であると認められた。 
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（２） 国民健康保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は５，８９６，１０６，２４２円で、前年度歳入決算額６，０３２，３６９，７４６円

と比較すると１３６，２６３，５０４円（２．３％）の減少となっている。 

                                          （単位：円） 

区   分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 国 民 健 康 

保 険 税 

1,087,845,000 1,115,534,226 27,689,226 1,058,322,489 57,211,737 

      2.5%   5.4% 

２ 国庫支出金 17,203,000 17,268,000 65,000 232,000 17,036,000 

       0.4%   7,343.1% 

３ 県 支 出 金 4,545,393,000 4,297,402,073 △ 247,990,927 4,440,759,042 △ 143,356,969 

        △ 5.5%   △ 3.2% 

４ 財 産 収 入 1,000 0 △ 1,000 0 0 

        △ 100.0%   － 

５ 寄 附 金 1,000 0 △ 1,000 0 0 

        △ 100.0%   － 

６ 繰 入 金 491,827,000 413,279,332 △ 78,547,668 469,206,591 △ 55,927,259 

        △ 16.0%   △ 11.9% 

７ 繰 越 金 38,825,000 38,824,742 △ 258 51,615,060 △ 12,790,318 

        △ 0.0%   △ 24.8% 

８ 諸 収 入 8,010,000 13,797,869 5,787,869 12,234,564 1,563,305 

        72.3%   12.8% 

合 計 
6,189,105,000 5,896,106,242 △ 292,998,758 6,032,369,746 △ 136,263,504 

    △ 4.7%   △ 2.3% 
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（２） 歳出 

歳出総額は５，８４０，３４３，８５０円で、前年度歳出決算額円と比較すると１５３，２０１，

１５４円（２．６％）の減少となった。主な要因としては、保険給付費１５１，４４３，０９７円

（３．５％）、国民健康保険事業費納付金５，６６２，１７９円（０．４％）、諸支出金８，１３９，

６１８円（１４．４％）の減少によるものである。 

                                          （単位：円） 

区   分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 41,998,000 40,648,835 1,349,165 25,877,734 14,771,101 

      96.8%     57.1% 

２ 保険給付費 4,504,039,000 4,177,279,670 326,759,330 4,328,722,767 △ 151,443,097 

      92.7%     △ 3.5% 

３ 国民健康保険 

事業費納付金 

1,524,893,000 1,524,890,934 2,066 1,530,553,113 △ 5,662,179 

    100.0%     △ 0.4% 

４ 財政安定化 

基金拠出金 

1,000 0 1,000 0 0 

    0.0%     － 

５ 保健事業費 65,793,000 49,086,469 16,706,531 51,813,732 △ 2,727,263 

      74.6%     △ 5.3% 

６ 基金積立金 1,000 0 1,000 0 0 

      0.0%     － 

７ 諸 支 出 金 48,516,000 48,437,942 78,058 56,577,560 △ 8,139,618 

      99.8%     △ 14.4% 

８ 予 備 費 3,864,000 0 3,864,000 0 0 

      0.0%     － 

合 計 
6,189,105,000 5,840,343,850 348,761,150 5,993,545,004 △ 153,201,154 

  94.4%     △ 2.6% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５５，７６２，３９２円である。 
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２ 運営状況 

被保険者の加入状況は、本年度末で７，２２２世帯、１０，６４２人である。前年度と比較する

と、世帯数では３５４世帯（４．７％）減少、被保険者数は８００人（７．０％）減少している。 

 

区 分 本 年 度 末 前 年 度 末 比 較 

世 帯 数 7,222 世帯 7,576 世帯 △354 世帯 

被 保 険 者 数 10,642 人 11,442 人 △800 人 

 

  （単位：円） 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 額 増 減 率 

療 養 給 付 費 3,515,412,513 3,656,821,774 △ 141,409,261 △ 3.9% 

療  養  費 32,054,694 30,729,972 1,324,722 4.3% 

高 額 療 養 費 608,943,686 620,184,440 △ 11,240,754 △ 1.8% 

合 計 4,156,410,893 4,307,736,186 △ 151,325,293 △ 3.5% 

 

 

３ 各説 

（１） 歳入 

① 国民健康保険税 

 （単位：円） 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,087,845,000 1,048,125,000 39,720,000 3.8% 

調 定 額 1,251,171,479 1,188,880,868 62,290,611 5.2% 

収 入 済 額 1,115,534,226 1,058,322,489 57,211,737 5.4% 

不 納 欠 損 額 5,421,264 3,448,500 1,972,764 57.2% 

還 付 未 済 額 1,415,500 1,606,400 △ 190,900 △ 11.9% 

収 入 未 済 額 131,631,489 128,716,279 2,915,210 2.3% 

収入率 対 予 算 102.5% 101.0%   

収納率 対 調 定 89.2% 89.0% 0.2 ポイント 

   現年課税分 95.2% 95.8% △0.6 ポイント 

    滞納繰越分 35.5% 38.4% △2.9 ポイント 

 

予算現額１，０８７，８４５，０００円、調定額１，２５１，１７１，４７９円、収入済額１，

１１５，５３４，２２６円で、予算現額に対する収入率は、１０２．５％である。また、調定額に

対する収納率は、現年課税分９５．２％、滞納繰越分３５．５％で、合計収納率は８９．２％とな

り前年度の収納率８９．０％より０．２ポイント増加した。 

不納欠損額は、５，４２１，２６４円（７２件）であり、いずれも地方税法第１５条の７及び第
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１８条の規定による所定の手続きにより不納欠損処分されている。 

収入未済額は、現年課税分５４，９４７，８０６円（６３３件）、滞納繰越分７６，６３８，９

３９円（８１４件）である。なお、還付未済額は１，４１５，５００円（２７６件）である。 

 

② 繰入金 

予算現額４９１，８２７，０００円に対して、収入済額４１３，２７９，３３２円であり、これ

は、一般会計からの繰入金である。 

 

 

（２） 歳出 

保険給付費は、主に療養給付費及び高額療養費が減少し、前年度より１５１，４４３，０９７円

（３．５％）減少となっている。他に、出産育児諸費の出産育児一時金９，０３７，５２０円（１

８件）、葬祭諸費の葬祭費４，５００，０００円（９０件）が支出されている。なお、傷病手当金の

支出はなかった。 

 

 

４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（３） 後期高齢者医療特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は１，０５６，８０１，８８６円で、前年度歳入決算額９２６，９２３，３０９円と比

較すると１２９，８７８，５７７円（１４．０％）増加となっている。 

（単位：円） 

区   分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増減額・率 

１ 後期高齢者

医療保険料 

886,044,000 858,851,200 △ 27,192,800 738,836,940 120,014,260 

      △ 3.1%   16.2% 

２ 繰 入 金 210,416,000 193,873,163 △ 16,542,837 181,614,551 12,258,612 

        △ 7.9%   6.7% 

３ 繰 越 金 2,944,000 2,943,321 △ 679 5,028,518 △ 2,085,197 

        △0.0％   △ 41.5% 

４ 諸 収 入 1,005,000 1,134,202 129,202 1,443,300 △ 309,098 

        12.9%   △ 21.4% 

合 計 1,100,409,000 1,056,801,886 △ 43,607,114 926,923,309 129,878,577 

        △ 4.0%   14.0% 
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（２） 歳出 

歳出総額は１，０５１，８９６，４４９円で、前年度歳出決算額９２３，９７９，９８８円と比

較すると１２７，９１６，４６１円（１３．８％）の増加となっている。 

（単位：円） 

区   分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増減額・率 

１ 総 務 費 35,353,000 31,406,465 3,946,535 33,036,279 △ 1,629,814 

      88.8%     △ 4.9% 

２ 後期高齢者医療

広域連合納付金 

1,060,111,000 1,016,782,463 43,328,537 884,539,791 132,242,672 

    95.9%     15.0% 

３ 諸 支 出 金 3,946,000 3,707,521 238,479 6,403,918 △ 2,696,397 

      94.0%     △ 42.1% 

４ 予 備 費 999,000 0 999,000 0 0 

      0.0%     － 

合 計 1,100,409,000 1,051,896,449 48,512,551 923,979,988 127,916,461 

      95.6%     13.8% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、４，９０５，４３７円である。 

 

 

２ 被保険者数について 

後期高齢者医療被保険者数は、令和６年度末で１０，５９１人である。前年度と比較すると、４

９２人（４.９％）増加している。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（４） 介護保険特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は４，７７５，４７１，６８１円で、前年度歳入決算額４，５５１，６６７，４５８円

と比較すると２２３，８０４，２２３円（４．９％）の増加となった。主な要因としては、保険料

１７７，０６６，８３０円（１７．４％）、支払基金交付金７２，７０６，８４０円（６．５％）

の増加によるものである。 

（単位：円）  

区   分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増減額・率 

１ 保 険 料 1,144,206,000 1,194,643,975 50,437,975 1,017,577,145 177,066,830 

        4.4%   17.4% 

２ 国庫支出金 848,927,000 829,536,231 △ 19,390,769 804,053,668 25,482,563 

        △ 2.3%   3.2% 

３ 支 払 基 金 

交 付 金 

1,235,016,000 1,191,723,840 △ 43,292,160 1,119,017,000 72,706,840 

      △ 3.5%   6.5% 

４ 県 支 出 金 698,338,000 676,032,349 △ 22,305,651 648,141,340 27,891,009 

        △ 3.2%   4.3% 

５ 財 産 収 入 113,000 160,365 47,365 15,375 144,990 

        41.9%   943.0% 

６ 繰 入 金 829,642,000 750,254,140 △ 79,387,860 835,141,340 △ 84,887,200 

        △ 9.6%   △ 10.2% 

７ 繰 越 金 132,599,000 132,598,565 △ 435 127,693,501 4,905,064 

        △ 0.0%   3.8% 

８ 諸 収 入 37,000 522,216 485,216 28,089 494,127 

        1,311.4%   1,759.1% 

合 計 4,888,878,000 4,775,471,681 △ 113,406,319 4,551,667,458 223,804,223 

        △ 2.3%   4.9% 
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（２） 歳出 

歳出総額は４，６８８，１１９，５３３円で、前年度歳出決算額４，４１９，０６８，８９３円

と比較すると２６９，０５０，６４０円（６．１％）の増加である。主な要因としては、保険給付

費２４７，３０１，３２３円（６．１％）の増加によるものである。 

（単位：円）  

区   分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増減額・率 

１ 総 務 費 54,259,000 50,620,710 3,638,290 51,933,653 △ 1,312,943 

      93.3%     △ 2.5% 

２ 保険給付費 4,466,634,000 4,299,687,042 166,946,958 4,052,385,719 247,301,323 

      96.3%     6.1% 

３ 基金積立金 37,244,000 37,242,776 1,224 29,680,324 7,562,452 

      100.0%     25.5% 

４ 地 域 支 援 

事 業 費 

221,063,000 200,799,021 20,263,979 185,952,372 14,846,649 

    90.8%     8.0% 

５ 諸 支 出 金 99,772,000 99,769,984 2,016 99,116,825 653,159 

      100.0%     0.7% 

６ 予 備 費 9,906,000 0 9,906,000 0 0 

      0.0%     － 

合 計 4,888,878,000 4,688,119,533 200,758,467 4,419,068,893 269,050,640 

      95.9%     6.1% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、８７，３５２，１４８円である。
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２ 各説 

（１） 歳入 

① 保険料  

                   （単位：円）  

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,144,206,000 1,024,278,000 119,928,000 11.7% 

調 定 額 1,209,809,565 1,033,532,710 176,276,855 17.1% 

収 入 済 額 1,194,643,975 1,017,577,145 177,066,830 17.4% 

不 納 欠 損 額 4,960,945 5,674,060 △ 713,115 △ 12.6% 

還 付 未 済 額 1,440,000 1,201,410 238,590 19.9% 

収 入 未 済 額 11,644,645 11,482,915 161,730 1.4% 

収入率 対 予 算 104.4% 99.3%   

収納率 対 調 定 98.7% 98.5% 0.2 ポイント 

    現 年 度 分 99.4% 99.6% △0.2 ポイント 

    滞 納 繰 越 分 13.6% 12.3% 1.3 ポイント 

 

予算現額１，１４４，２０６，０００円、調定額１，２０９，８０９，５６５円、収入済額１，

１９４，６４３，９７５円で、予算現額に対する収入率は１０４．４％である。また、調定額に

対する収納率は、現年度分９９．４％（前年度９９．６％）、滞納繰越分１３．６％（前年度１２．

３％）で、合計収納率は９８．７％となり、前年度の収納率９８．５％から０．２ポイント増加

した。 

不納欠損額は、４，９６０，９４５円（６５３件／１４８人）であり、いずれも介護保険法第

２００条第１項の規定に基づく所定の手続により不納欠損処分されている。 

収入未済額については、現年度分６，７２３，７９５円（７３２件／１７３人）、滞納繰越分４，

９２０，８５０円（６４６件／１３９人）で、合計１１，６４４，６４５円である。還付未済額

は１，４４０，０００円（２１３件／１７９人）である。 

 

 

② 繰入金 

予算現額８２９，６４２，０００円に対して、収入済額７５０，２５４，１４０円であり、内

訳は、一般会計からの繰入金６８９，２５４，１４０円、基金からの繰入金６１，０００，００

０円である。 

 

 

（２）  歳出 

要介護及び要支援認定者数は、令和６年度末で２，９３１人であり、前年度より１２７人増えて

いる。給付の状況は、介護サービス等諸費３，９７５，０４５，７７３円、介護予防サービス等諸

費１１４，３２１，４３９円、高額介護サービス等費９７，８５１，４４１円、高額医療合算介護

サービス等費１２，１８８，８２９円、特定入所者介護サービス等費８５，９５８，６８０円等で

ある。 
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３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（５） 武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は２６０，８５５，８６６円で、前年度歳入決算額２９９，９８０，９９１円と比較す

ると、３９，１２５，１２５円（１３．０％）の減少となった。主な要因としては、保留地処分金

３７，９０５，４７６円（８１．４％）の減少や、繰越金３１，１８５，６４９円の減少によるも

のである。 

（単位：円）  

区   分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増減額・率 

１ 保留地処分金 8,646,000 8,646,524 524 46,552,000 △ 37,905,476 

        0.0%   △ 81.4% 

２ 国庫支出金 10,000,000 10,000,000 0 20,126,000 △ 10,126,000 

        0.0%   △ 50.3% 

３ 繰 入 金 228,362,000 228,362,000 0 187,420,000 40,942,000 

        0.0%   21.8% 

４ 繰 越 金 13,847,000 13,847,342 342 45,032,991 △ 31,185,649 

        0.0%   △ 69.3% 

５ 諸 収 入 1,000 0 △ 1,000 850,000 △ 850,000 

        △ 100.0%   皆減 

合 計 260,856,000 260,855,866 △ 134 299,980,991 △ 39,125,125 

        △ 0.0%   △13.0% 

 

 

 



 37 

（２） 歳出 

予算現額２６０，８５６，０００円に対し、支出済額は２５１，０５４，２０２円であり、前年

度と比較すると３５，０７９，４４７円（１２．３％）の減少となった。 

 

（単位：円）  

区   分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増減額・率 

１ 事 業 費 60,042,000 50,541,585 9,500,415 91,036,662 △ 40,495,077 

      84.2%     △ 44.5% 

２ 公 債 費 200,514,000 200,512,617 1,383 195,096,987 5,415,630 

      100.0%     2.8% 

３ 予 備 費 300,000 0 300,000 0 0 

      0.0%     － 

合 計 260,856,000 251,054,202 9,801,798 286,133,649 △ 35,079,447 

      96.2%     △ 12.3% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、９，８０１，６６４円である。 

 

 

２ 支出内容 

支出済額の主なものは、事業費の土地区画整理事業（武蔵高萩駅北事業費）４５，７４６，３９

８円、公債費の土地区画整理事業債元金償還事務（元金）１９７，１６２，００２円である。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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 ［財産に関する調書］ 

 （１）公有財産                         

区 分 内 訳 
令 和 ５ 年 度 末 

現 在 高 

令和６年度中 

増 減 高 

令 和 ６ 年 度 末 

現 在 高 

１ 土 地 本庁舎・その他 1,526,065.12 ㎡ 19,844.28 ㎡ 1,545,909.40 ㎡ 

２ 建 物 本庁舎・その他 128,419.64 ㎡ △76.41 ㎡ 128,343.23 ㎡ 

３ 出資による権利 出資金・出捐金 423,267,000 円 0 円 423,267,000 円 

 

  １ 土地 

 武蔵高萩駅北土地区画整理事業に伴う都市公園の面積が増加したことなどにより、令和６年

度は１９，８４４．２８㎡の増加となり、令和６年度末の現在高は１，５４５，９０９．４０

㎡となっている。 

 

  ２ 建物 

    高麗小学校の廃校などにより、令和６年度は７６．４１㎡の減少となり、令和６年度末の現

在高は１２８，３４３．２３㎡となっている。 

 

  ３ 出資による権利 

    川越総合卸売市場株式会社出資金４０６，５５０，０００円をはじめとして、勤労者住宅資

金貸付預託金８，０００，０００円など合計７件の権利があり、現在高は４２３，２６７，０

００円となっている。 

 

 （２）物品 

    令和５年度末の現在高は、車両８４台と防災倉庫１２棟であり、令和６年度中の増減はなか

った。 

 

（３）基金 

    基金については、令和５年度末時点で財政調整基金、介護給付費準備基金及び公共施設整備

基金など１３の基金があり、同年度末の現在高は６，０１５，７６０，０００円であった。令

和６年度中の増減により、同年度末の現在高は４，７８３，８３２，０００円となっている。 
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［基金］ 

基金運用状況 

 

１ 運用状況 

（１） 厚生基金 

決算年度末残高は、貸付金２，３９４，０００円、現金１，６０６，０００円の合計４，０ 

  ００，０００円である。 

 

 

（２） 高額療養費貸付基金 

決算年度末残高は、貸付金０円、現金５，０００，０００円の合計５，０００，０００円で 

  ある。 

 

 

（３） 用品調達基金 

毎月運用され、決算年度末残高は、用品０円、現金１０，０００，０００円の合計１０，０ 

００，０００円である。 

 

 

２ 審査の結果 

各基金の管理は適正であり、基金の設置目的に従い、確実に運用されている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資    料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　日高市一般会計歳入歳出決算一覧表

（歳入）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 市 税 8,082,658,000 29.1% 8,504,460,468 32.2%

2 地 方 譲 与 税 179,928,000 0.6% 172,686,000 0.7%

3 利 子 割 交 付 金 2,300,000 0.0% 3,345,000 0.0%

4 配 当 割 交 付 金 40,000,000 0.1% 63,569,000 0.2%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 26,000,000 0.1% 91,217,000 0.3%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 120,000,000 0.4% 132,983,000 0.5%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,270,000,000 4.6% 1,392,581,000 5.3%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 84,000,000 0.3% 92,924,452 0.4%

9 環 境 性 能 割 交 付 金 41,000,000 0.1% 36,946,843 0.1%

10 地 方 特 例 交 付 金 290,961,000 1.0% 300,081,000 1.1%

11 地 方 交 付 税 2,491,945,000 9.0% 2,515,076,000 9.5%

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 4,900,000 0.0% 4,845,000 0.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 170,123,000 0.6% 162,773,379 0.6%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 242,286,000 0.9% 235,362,809 0.9%

15 国 庫 支 出 金 5,569,861,000 20.0% 5,536,858,536 21.0%

16 県 支 出 金 1,516,049,000 5.5% 1,428,780,730 5.4%

17 財 産 収 入 48,817,000 0.2% 71,141,083 0.3%

18 寄 附 金 283,047,000 1.0% 212,009,461 0.8%

19 繰 入 金 2,688,306,000 9.7% 2,171,301,720 8.2%

20 繰 越 金 1,108,928,000 4.0% 1,108,928,228 4.2%

21 諸 収 入 565,185,000 2.0% 611,895,799 2.3%

22 市 債 2,966,598,000 10.7% 1,571,798,000 5.9%

27,792,892,000 100.0% 26,421,564,508 100.0%

（歳出）

金 額 構 成 比

1 議 会 費 175,635,000 0.6%

2 総 務 費 3,936,035,000 14.2%

3 民 生 費 9,834,174,000 35.4%

4 衛 生 費 1,805,018,000 6.5%

5 労 働 費 684,000 0.0%

6 農 林 水 産 業 費 91,471,000 0.3%

7 商 工 費 200,641,000 0.7%

8 土 木 費 5,756,405,000 20.7%

9 消 防 費 840,225,000 3.0%

10 教 育 費 2,986,349,000 10.7%

11 災 害 復 旧 費 26,414,000 0.1%

12 公 債 費 1,600,807,000 5.8%

13 諸 支 出 金 514,381,000 1.9%

14 予 備 費 24,653,000 0.1%

27,792,892,000 100.0%

予 算 現 額 調 定 額

予 算 現 額

計

計

款 別
区 分

款 別
区 分
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（単位：円）

令和５年度

金 額 構 成 比 対予算比 対調定比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

8,373,362,422 33.2% 103.6% 98.5% 8,395,487,880 △ 22,125,458 △ 0.3%

172,686,000 0.7% 96.0% 100.0% 172,543,000 143,000 0.1%

3,345,000 0.0% 145.4% 100.0% 2,498,000 847,000 33.9%

63,569,000 0.3% 158.9% 100.0% 45,500,000 18,069,000 39.7%

91,217,000 0.4% 350.8% 100.0% 52,830,000 38,387,000 72.7%

132,983,000 0.5% 110.8% 100.0% 118,007,000 14,976,000 12.7%

1,392,581,000 5.5% 109.7% 100.0% 1,320,676,000 71,905,000 5.4%

92,924,452 0.4% 110.6% 100.0% 85,832,142 7,092,310 8.3%

36,946,843 0.1% 90.1% 100.0% 32,889,754 4,057,089 12.3%

300,081,000 1.2% 103.1% 100.0% 54,423,000 245,658,000 451.4%

2,515,076,000 10.0% 100.9% 100.0% 2,124,272,000 390,804,000 18.4%

4,845,000 0.0% 98.9% 100.0% 4,868,000 △ 23,000 △ 0.5%

160,156,418 0.6% 94.1% 98.4% 160,535,555 △ 379,137 △ 0.2%

234,946,689 0.9% 97.0% 99.8% 251,126,960 △ 16,180,271 △ 6.4%

4,552,644,536 18.0% 81.7% 82.2% 4,273,944,772 278,699,764 6.5%

1,428,780,730 5.7% 94.2% 100.0% 1,357,985,410 70,795,320 5.2%

71,141,083 0.3% 145.7% 100.0% 24,649,334 46,491,749 188.6%

212,009,461 0.8% 74.9% 100.0% 227,803,883 △ 15,794,422 △ 6.9%

2,171,301,720 8.6% 80.8% 100.0% 902,826,087 1,268,475,633 140.5%

1,108,928,228 4.4% 100.0% 100.0% 1,742,918,102 △ 633,989,874 △ 36.4%

550,107,240 2.2% 97.3% 89.9% 621,062,524 △ 70,955,284 △ 11.4%

1,571,798,000 6.2% 53.0% 100.0% 895,023,000 676,775,000 75.6%

25,241,430,822 100.0% 90.8% 95.5% 22,867,702,403 2,373,728,419 10.4%

（単位：円）

令和５年度

金 額 構 成 比 対予算比 支 出 済 額 増 減 額 増 減 率

172,982,161 0.7% 98.5% 172,845,533 136,628 0.1%

3,536,496,398 15.1% 89.8% 3,744,750,568 △ 208,254,170 △ 5.6%

9,360,498,718 40.0% 95.2% 8,745,417,459 615,081,259 7.0%

1,604,354,237 6.9% 88.9% 1,698,784,781 △ 94,430,544 △ 5.6%

594,633 0.0% 86.9% 545,778 48,855 9.0%

81,664,624 0.3% 89.3% 80,958,102 706,522 0.9%

194,072,857 0.8% 96.7% 259,852,834 △ 65,779,977 △ 25.3%

3,005,268,406 12.8% 52.2% 1,571,316,384 1,433,952,022 91.3%

837,019,903 3.6% 99.6% 840,236,073 △ 3,216,170 △ 0.4%

2,513,811,669 10.7% 84.2% 2,450,521,162 63,290,507 2.6%

11,380,300 0.0% 43.1% 264,130,300 △ 252,750,000 △ 95.7%

1,584,310,903 6.8% 99.0% 1,533,786,451 50,524,452 3.3%

513,218,950 2.2% 99.8% 395,628,750 117,590,200 29.7%

0 － － 0 0 －

23,415,673,759 100.0% 84.3% 21,758,774,175 1,656,899,584 7.6%

令 和 ５ 年 度 と の 比 較収 入 済 額

令 和 ５ 年 度 と の 比 較支 出 済 額
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２　日高市一般会計決算歳入財源別調書

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 市 税 8,082,658,000 29.1% 8,504,460,468 32.2%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 170,123,000 0.6% 162,773,379 0.6%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 242,286,000 0.9% 235,362,809 0.9%

17 財 産 収 入 48,817,000 0.2% 71,141,083 0.3%

18 寄 附 金 283,047,000 1.0% 212,009,461 0.8%

19 繰 入 金 2,688,306,000 9.7% 2,171,301,720 8.2%

20 繰 越 金 1,108,928,000 4.0% 1,108,928,228 4.2%

21 諸 収 入 565,185,000 2.0% 611,895,799 2.3%

13,189,350,000 47.5% 13,077,872,947 49.5%

2 地 方 譲 与 税 179,928,000 0.6% 172,686,000 0.7%

3 利 子 割 交 付 金 2,300,000 0.0% 3,345,000 0.0%

4 配 当 割 交 付 金 40,000,000 0.1% 63,569,000 0.2%

5 株式等譲渡所得割交付金 26,000,000 0.1% 91,217,000 0.3%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 120,000,000 0.4% 132,983,000 0.5%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,270,000,000 4.6% 1,392,581,000 5.3%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 84,000,000 0.3% 92,924,452 0.4%

9 環 境 性 能 割 交 付 金 41,000,000 0.1% 36,946,843 0.1%

10 地 方 特 例 交 付 金 290,961,000 1.0% 300,081,000 1.1%

11 地 方 交 付 税 2,491,945,000 9.0% 2,515,076,000 9.5%

12 交通安全対策特別交付金 4,900,000 0.0% 4,845,000 0.0%

15 国 庫 支 出 金 5,569,861,000 20.0% 5,536,858,536 21.0%

16 県 支 出 金 1,516,049,000 5.5% 1,428,780,730 5.4%

22 市 債 2,966,598,000 10.7% 1,571,798,000 5.9%

14,603,542,000 52.5% 13,343,691,561 50.5%

27,792,892,000 100.0% 26,421,564,508 100.0%

予 算 現 額 調 定 額

歳 入 合 計

計

計

自

主

財

源

依

存

財

源

款 別

区 分
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（単位：円）

令和５年度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 対調定比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

8,373,362,422 33.2% 103.6% 98.5% 8,395,487,880 △ 22,125,458 △ 0.3%

160,156,418 0.6% 94.1% 98.4% 160,535,555 △ 379,137 △ 0.2%

234,946,689 0.9% 97.0% 99.8% 251,126,960 △ 16,180,271 △ 6.4%

71,141,083 0.3% 145.7% 100.0% 24,649,334 46,491,749 188.6%

212,009,461 0.8% 74.9% 100.0% 227,803,883 △ 15,794,422 △ 6.9%

2,171,301,720 8.6% 80.8% 100.0% 902,826,087 1,268,475,633 140.5%

1,108,928,228 4.4% 100.0% 100.0% 1,742,918,102 △ 633,989,874 △ 36.4%

550,107,240 2.2% 97.3% 89.9% 621,062,524 △ 70,955,284 △ 11.4%

12,881,953,261 51.0% 97.7% 98.5% 12,326,410,325 555,542,936 4.5%

172,686,000 0.7% 96.0% 100.0% 172,543,000 143,000 0.1%

3,345,000 0.0% 145.4% 100.0% 2,498,000 847,000 33.9%

63,569,000 0.3% 158.9% 100.0% 45,500,000 18,069,000 39.7%

91,217,000 0.4% 350.8% 100.0% 52,830,000 38,387,000 72.7%

132,983,000 0.5% 110.8% 100.0% 118,007,000 14,976,000 12.7%

1,392,581,000 5.5% 109.7% 100.0% 1,320,676,000 71,905,000 5.4%

92,924,452 0.4% 110.6% 100.0% 85,832,142 7,092,310 8.3%

36,946,843 0.1% 90.1% 100.0% 32,889,754 4,057,089 12.3%

300,081,000 1.2% 103.1% 100.0% 54,423,000 245,658,000 451.4%

2,515,076,000 10.0% 100.9% 100.0% 2,124,272,000 390,804,000 18.4%

4,845,000 0.0% 98.9% 100.0% 4,868,000 △ 23,000 △ 0.5%

4,552,644,536 18.0% 81.7% 82.2% 4,273,944,772 278,699,764 6.5%

1,428,780,730 5.7% 94.2% 100.0% 1,357,985,410 70,795,320 5.2%

1,571,798,000 6.2% 53.0% 100.0% 895,023,000 676,775,000 75.6%

12,359,477,561 49.0% 84.6% 92.6% 10,541,292,078 1,818,185,483 17.2%

25,241,430,822 100.0% 90.8% 95.5% 22,867,702,403 2,373,728,419 10.4%

令 和 ５ 年 度 と の 比 較収 入 済 額

 45 



３　日高市一般会計決算歳出性質別調書

項

1 議 会 費 議 会 費 161,783 8,690 0 0

2 総 務 費 1,286,222 826,579 12,312 0

総 務 管 理 費 944,437 618,497 12,312 0

徴 税 費 198,282 110,505 0 0

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 101,101 62,644 0 0

選 挙 費 31,559 34,289 0 0

統 計 調 査 費 2,703 301 0 0

監 査 委 員 費 8,140 343 0 0

3 民 生 費 890,941 286,343 2,394 6,157,809

社 会 福 祉 費 346,294 233,666 0 2,429,209

児 童 福 祉 費 470,902 42,157 2,394 2,694,835

生 活 保 護 費 73,745 10,520 0 1,033,465

災 害 救 助 費 0 0 0 300

4 衛 生 費 216,982 1,151,928 1,139 2,085

保 健 衛 生 費 186,726 273,729 0 2,085

清 掃 費 30,256 878,199 1,139 0

5 労 働 費 労 働 諸 費 386 15 0 0

6 農 林 水 産 業 費 52,997 16,541 99 0

農 業 費 52,997 8,028 99 0

林 業 費 0 8,513 0 0

7 商 工 費 商 工 費 44,001 85,395 9,953 0

8 土 木 費 289,659 157,839 200,466 0

土 木 管 理 費 164,820 28,454 0 0

道 路 橋 り ょ う 費 0 21,048 185,146 0

河 川 費 0 0 0 0

都 市 計 画 費 124,767 105,012 14,747 0

住 宅 費 72 3,325 573 0

9 消 防 費 消 防 費 40,361 3,856 89 0

10 教 育 費 615,659 1,008,387 16,137 38,086

教 育 総 務 費 380,527 140,479 0 0

小 学 校 費 5,779 125,553 5,217 16,748

中 学 校 費 3,945 66,351 4,286 12,397

義 務 教 育 学 校 費 2,976 50,700 2,367 8,941

社 会 教 育 費 202,203 194,449 2,292 0

保 健 体 育 費 20,229 430,855 1,975 0

11 災 害 復 旧 費 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 0 0 0 0

12 公 債 費 公 債 費 0 0 0 0

13 諸 支 出 金 0 0 0 0

公 営 企 業 費 0 0 0 0

基 金 費 0 0 0 0

3,598,991 3,545,573 242,589 6,197,980

15.4% 15.1% 1.0% 26.5%

3,473,942 3,507,540 235,303 5,599,946

125,049 38,033 7,286 598,034

3.6% 1.1% 3.1% 10.7%対 前 年 度 増 減 率

款

歳 出 合 計

維 持
補 修 費

人 件 費

前 年 度 決 算 額

構 成 比

区 分

物 件 費

前 年 度 増 減 額

消 費 的 経 費

扶 助 費
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(単位：千円）

2,509 0 0 0 0 0 0 172,982

310,832 0 887,567 0 0 212,806 178 3,536,496

219,893 0 887,567 0 0 212,806 178 2,895,690

82,552 0 0 0 0 0 0 391,339

2,758 0 0 0 0 0 0 166,503

5,396 0 0 0 0 0 0 71,244

151 0 0 0 0 0 0 3,155

82 0 0 0 0 0 0 8,565

113,334 0 0 0 1,888,272 21,406 0 9,360,499

108,678 0 0 0 1,888,272 540 0 5,006,659

4,606 0 0 0 0 20,866 0 3,235,760

50 0 0 0 0 0 0 1,117,780

0 0 0 0 0 0 0 300

223,294 0 436 0 0 8,490 0 1,604,354

117,238 0 436 0 0 4,140 0 584,354

106,056 0 0 0 0 4,350 0 1,020,000

194 0 0 0 0 0 0 595

9,977 0 1,051 0 0 1,000 0 81,665

9,854 0 0 0 0 1,000 0 71,978

123 0 1,051 0 0 0 0 9,687

18,376 0 11,861 5,000 0 19,487 0 194,073

132,968 0 0 0 228,362 1,993,888 2,086 3,005,268

3,891 0 0 0 0 50 2,086 199,301

244 0 0 0 0 266,436 0 472,874

2,192 0 0 0 0 30,229 0 32,421

121,390 0 0 0 228,362 1,697,173 0 2,291,451

5,251 0 0 0 0 0 0 9,221

792,714 0 0 0 0 0 0 837,020

23,381 0 0 500 0 811,662 0 2,513,812

10,904 0 0 500 0 0 0 532,410

266 0 0 0 0 75,116 0 228,679

320 0 0 0 0 495,212 0 582,511

129 0 0 0 0 43,110 0 108,223

7,750 0 0 0 0 189,315 0 596,009

4,012 0 0 0 0 8,909 0 465,980

0 0 0 0 0 0 11,380 11,380

0 1,584,311 0 0 0 0 0 1,584,311

513,219 0 0 0 0 0 0 513,219

513,219 0 0 0 0 0 0 513,219

0 0 0 0 0 0 0 0

2,140,798 1,584,311 900,915 5,500 2,116,634 3,068,739 13,644 23,415,674

9.1% 6.8% 3.8% 0.0% 9.0% 13.1% 0.1% 99.9%

2,010,379 1,533,786 1,373,454 5,500 2,098,607 1,656,187 264,130 21,758,774

130,419 50,525 △ 472,539 0 18,027 1,412,552 △ 250,486 1,656,900

6.5% 3.3% △ 34.4% 0.0% 0.9% 85.3% -94.8% 7.6%

合 計投資及び出資
金 、 貸 付 金

繰 出 金
普 通 建 設
事 業 費

災 害
復 旧 費

投 資 的 経 費

積 立 金公 債 費

そ の 他 の 経 費消 費 的 経 費

補 助 費 等
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４　市　税　収　入　調　書

① 個              人 2,744,752,433 2,970,249,970 △ 7.6% 2,719,105,255 2,944,015,613

② 法              人 500,918,900 424,519,200 18.0% 499,897,400 423,223,000

小 計 3,245,671,333 3,394,769,170 △ 4.4% 3,219,002,655 3,367,238,613

① 純固定資産税 4,199,780,100 4,066,576,800 3.3% 4,179,485,869 4,048,649,645

② 国有資産等所在市町
　 村交付金

17,456,300 17,457,200 △ 0.0% 17,456,300 17,457,200

小 計 4,217,236,400 4,084,034,000 3.3% 4,196,942,169 4,066,106,845

３　軽自動車税 192,566,200 186,430,400 3.3% 190,691,600 184,668,600

４　市たばこ税 386,168,587 396,310,499 △ 2.6% 386,168,587 396,310,499

５　都市計画税 334,618,200 332,019,300 0.8% 333,001,254 330,555,621

8,376,260,720 8,393,563,369 △ 0.2% 8,325,806,265 8,344,880,178

① 個              人 61,305,734 66,098,687 △ 7.3% 26,279,576 29,266,775

② 法              人 3,259,600 2,980,000 9.4% 940,100 741,800

小 計 64,565,334 69,078,687 △ 6.5% 27,219,676 30,008,575

２　固定資産税 55,066,086 55,825,308 △ 1.4% 17,690,058 17,721,903

３　軽自動車税 4,336,525 4,317,800 0.4% 1,286,950 1,552,875

５　都市計画税 4,231,803 4,171,799 1.4% 1,359,473 1,324,349

128,199,748 133,393,594 △ 3.9% 47,556,157 50,607,702

8,504,460,468 8,526,956,963 △ 0.3% 8,373,362,422 8,395,487,880

①　現年課税分 1,124,009,400 1,048,290,900 7.2% 1,070,419,094 1,004,367,342

②　滞納繰越分 127,162,079 140,589,968 △ 9.6% 45,115,132 53,955,147

1,251,171,479 1,188,880,868 5.2% 1,115,534,226 1,058,322,489

調 定 額 収 入 済 額

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 率 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

計

合 計

合 計

計

１

市

民

税

２

固

定

資

産

税

１

市

民

税

現

年

課

税

分

滞

納

繰

越

分

国

保

税

税 目

区 分
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（単位：円）

令 和 ６ 令 和 ５

年 度 年 度

△ 224,910,358 △ 7.6% 0 0 26,290,459 26,934,841 △ 644,382 99.1% 99.1%

76,674,400 18.1% 0 0 1,046,900 1,296,200 △ 249,300 99.8% 99.7%

△ 148,235,958 △ 4.4% 0 0 27,337,359 28,231,041 △ 893,682 99.2% 99.2%

130,836,224 3.2% 0 0 20,401,485 17,987,249 2,414,236 99.5% 99.6%

△ 900 △ 0.0% 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

130,835,324 3.2% 0 0 20,401,485 17,987,249 2,414,236 99.5% 99.6%

6,023,000 3.3% 0 0 1,931,900 1,791,500 140,400 99.0% 99.1%

△ 10,141,912 △ 2.6% 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

2,445,633 0.7% 0 0 1,625,492 1,468,585 156,907 99.5% 99.6%

△ 19,073,913 △ 0.2% 0 0 51,296,236 49,478,375 1,817,861 99.4% 99.4%

△ 2,987,199 △ 10.2% 3,927,837 1,920,757 31,165,286 34,916,582 △ 3,751,296 42.9% 44.3%

198,300 26.7% 100,000 274,800 2,219,500 1,963,400 256,100 28.8% 24.9%

△ 2,788,899 △ 9.3% 4,027,837 2,195,557 33,384,786 36,879,982 △ 3,495,196 42.2% 43.4%

△ 31,845 △ 0.2% 1,296,826 973,268 36,079,202 37,130,137 △ 1,050,935 32.1% 31.7%

△ 265,925 △ 17.1% 379,700 209,900 2,669,875 2,555,025 114,850 29.7% 36.0%

35,124 2.7% 99,660 72,732 2,772,670 2,774,718 △ 2,048 32.1% 31.7%

△ 3,051,545 △ 6.0% 5,804,023 3,451,457 74,906,533 79,339,862 △ 4,433,329 37.1% 37.9%

△ 22,125,458 △ 0.3% 5,804,023 3,451,457 126,202,769 128,818,237 △ 2,615,468 98.5% 98.5%

66,051,752 6.6% 0 0 54,947,806 128,671,535 △ 73,723,729 95.7% 95.8%

△ 8,840,015 △ 16.4% 5,421,264 3,448,500 76,683,683 44,744 76,638,939 31.2% 38.4%

57,211,737 5.4% 5,421,264 3,448,500 131,631,489 128,716,279 2,915,210 88.8% 89.0%

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 納 率

増 減 額令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

収 入 済 額

増 減 額 増 減 率
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５ 日　高　市　国　民　健　康　保　険　特　別　会　計

歳　入　歳　出　決　算　一　覧　表

（歳入）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 国 民 健 康 保 険 税 1,087,845,000 17.6% 1,251,171,479 20.7%

2 国 庫 支 出 金 17,203,000 0.3% 17,268,000 0.3%

3 県 支 出 金 4,545,393,000 73.4% 4,297,402,073 71.2%

4 財 産 収 入 1,000 0.0% 0 －

5 寄 附 金 1,000 0.0% 0 －

6 繰 入 金 491,827,000 7.9% 413,279,332 6.8%

7 繰 越 金 38,825,000 0.6% 38,824,742 0.6%

8 諸 収 入 8,010,000 0.1% 16,045,032 0.3%

6,189,105,000 100.0% 6,033,990,658 100.0%

（歳出）

金 額 構 成 比

1 総 務 費 41,998,000 0.7%

2 保 険 給 付 費 4,504,039,000 72.8%

3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,524,893,000 24.6%

4 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1,000 0.0%

5 保 健 事 業 費 65,793,000 1.1%

6 基 金 積 立 金 1,000 0.0%

7 諸 支 出 金 48,516,000 0.8%

8 予 備 費 3,864,000 0.1%

6,189,105,000 100.0%計

計

予 算 現 額

予 算 現 額 調 定 額

款 別

区 分

区 分

款 別
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（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 対調 定比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

1,115,534,226 18.9% 102.5% 89.2% 1,058,322,489 57,211,737 5.4%

17,268,000 0.3% 100.4% 100.0% 232,000 17,036,000 7,343.1%

4,297,402,073 72.9% 94.5% 100.0% 4,440,759,042 △ 143,356,969 △ 3.2%

0 － － － 0 0 －

0 － － － 0 0 －

413,279,332 7.0% 84.0% 100.0% 469,206,591 △ 55,927,259 △ 11.9%

38,824,742 0.7% 100.0% 100.0% 51,615,060 △ 12,790,318 △ 24.8%

13,797,869 0.2% 172.3% 86.0% 12,234,564 1,563,305 12.8%

5,896,106,242 100.0% 95.3% 97.7% 6,032,369,746 △ 136,263,504 △ 2.3%

（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 支 出 済 額 増 減 額 増 減 率

40,648,835 0.7% 96.8% 25,877,734 14,771,101 57.1%

4,177,279,670 71.5% 92.7% 4,328,722,767 △ 151,443,097 △ 3.5%

1,524,890,934 26.1% 100.0% 1,530,553,113 △ 5,662,179 △ 0.4%

0 － － 0 0 －

49,086,469 0.8% 74.6% 51,813,732 △ 2,727,263 △ 5.3%

0 － － 0 0 －

48,437,942 0.8% 99.8% 56,577,560 △ 8,139,618 △ 14.4%

0 － － 0 0 －

5,840,343,850 100.0% 94.4% 5,993,545,004 △ 153,201,154 △ 2.6%

令 和 ５ 年 度 と の 比 較

支 出 済 額 令 和 ５ 年 度 と の 比 較

収 入 済 額
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６ 日　高　市　後　期　高　齢　者　医　療　特　別　会　計

歳　入　歳　出　決　算　一　覧　表

（歳入）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 886,044,000 80.5% 861,736,200 81.3%

2 繰 入 金 210,416,000 19.1% 193,873,163 18.3%

3 繰 越 金 2,944,000 0.3% 2,943,321 0.3%

4 諸 収 入 1,005,000 0.1% 1,134,202 0.1%

1,100,409,000 100.0% 1,059,686,886 100.0%

（歳出）

金 額 構 成 比

1 総 務 費 35,353,000 3.2%

2 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 1,060,111,000 96.3%

3 諸 支 出 金 3,946,000 0.4%

4 予 備 費 999,000 0.1%

1,100,409,000 100.0%計

計

予 算 現 額

予 算 現 額 調 定 額

款 別

区 分

区 分

款 別
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（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 対調 定比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

858,851,200 81.3% 96.9% 99.7% 738,836,940 120,014,260 16.2%

193,873,163 18.3% 92.1% 100.0% 181,614,551 12,258,612 6.7%

2,943,321 0.3% 100.0% 100.0% 5,028,518 △ 2,085,197 △ 41.5%

1,134,202 0.1% 112.9% 100.0% 1,443,300 △ 309,098 △ 21.4%

1,056,801,886 100.0% 96.0% 99.7% 926,923,309 129,878,577 14.0%

（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 支 出 済 額 増 減 額 増 減 率

31,406,465 3.0% 88.8% 33,036,279 △ 1,629,814 △ 4.9%

1,016,782,463 96.7% 95.9% 884,539,791 132,242,672 15.0%

3,707,521 0.4% 94.0% 6,403,918 △ 2,696,397 △ 42.1%

0 － － 0 0 －

1,051,896,449 100.0% 95.6% 923,979,988 127,916,461 13.8%

収 入 済 額 令 和 ５ 年 度 と の 比 較

令 和 ５ 年 度 と の 比 較支 出 済 額
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７ 日　高　市　介　護　保　険　特　別　会　計

歳　入　歳　出　決　算　一　覧　表

（歳入）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 保 険 料 1,144,206,000 23.4% 1,209,809,565 25.3%

2 国 庫 支 出 金 848,927,000 17.4% 829,536,231 17.3%

3 支 払 基 金 交 付 金 1,235,016,000 25.3% 1,191,723,840 24.9%

4 県 支 出 金 698,338,000 14.3% 676,032,349 14.1%

5 財 産 収 入 113,000 0.0% 160,365 0.0%

6 繰 入 金 829,642,000 17.0% 750,254,140 15.7%

7 繰 越 金 132,599,000 2.7% 132,598,565 2.8%

8 諸 収 入 37,000 0.0% 522,216 0.0%

4,888,878,000 100.0% 4,790,637,271 100.0%

（歳出）

金 額 構 成 比

1 総 務 費 54,259,000 1.1%

2 保 険 給 付 費 4,466,634,000 91.4%

3 基 金 積 立 金 37,244,000 0.8%

4 地 域 支 援 事 業 費 221,063,000 4.5%

5 諸 支 出 金 99,772,000 2.0%

6 予 備 費 9,906,000 0.2%

4,888,878,000 100.0%計

計

予 算 現 額

予 算 現 額 調 定 額

款 別

区 分

区 分

款 別
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（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 対調 定比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

1,194,643,975 25.0% 104.4% 98.7% 1,017,577,145 177,066,830 17.4%

829,536,231 17.4% 97.7% 100.0% 804,053,668 25,482,563 3.2%

1,191,723,840 25.0% 96.5% 100.0% 1,119,017,000 72,706,840 6.5%

676,032,349 14.2% 96.8% 100.0% 648,141,340 27,891,009 4.3%

160,365 0.0% 141.9% 100.0% 15,375 144,990 943.0%

750,254,140 15.7% 90.4% 100.0% 835,141,340 △ 84,887,200 △ 10.2%

132,598,565 2.8% 100.0% 100.0% 127,693,501 4,905,064 3.8%

522,216 0.0% 1,411.4% 100.0% 28,089 494,127 1,759.1%

4,775,471,681 100.0% 97.7% 99.7% 4,551,667,458 223,804,223 4.9%

（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 支 出 済 額 増 減 額 増 減 率

50,620,710 1.1% 93.3% 51,933,653 △ 1,312,943 △ 2.5%

4,299,687,042 91.7% 96.3% 4,052,385,719 247,301,323 6.1%

37,242,776 0.8% 100.0% 29,680,324 7,562,452 25.5%

200,799,021 4.3% 90.8% 185,952,372 14,846,649 8.0%

99,769,984 2.1% 100.0% 99,116,825 653,159 0.7%

0 － － 0 0 －

4,688,119,533 100.0% 95.9% 4,419,068,893 269,050,640 6.1%

令 和 ５ 年 度 と の 比 較

支 出 済 額 令 和 ５ 年 度 と の 比 較

収 入 済 額
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８ 日高市武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計

歳　入　歳　出　決　算　一　覧　表

（歳入）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

1 保 留 地 処 分 金 8,646,000 3.3% 8,646,524 3.3%

2 国 庫 支 出 金 10,000,000 3.8% 10,000,000 3.8%

3 繰 入 金 228,362,000 87.5% 228,362,000 87.5%

4 繰 越 金 13,847,000 5.3% 13,847,342 5.3%

5 諸 収 入 1,000 0.0% 0 －

260,856,000 100.0% 260,855,866 100.0%

（歳出）

金 額 構 成 比

1 事 業 費 60,042,000 23.0%

2 公 債 費 200,514,000 76.9%

3 予 備 費 300,000 0.1%

260,856,000 100.0%計

計

予 算 現 額

予 算 現 額 調 定 額

款 別

区 分

区 分

款 別
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（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 対 調 定 比 収 入 済 額 増 減 額 増 減 率

8,646,524 3.3% 100.0% 100.0% 46,552,000 △ 37,905,476 △ 81.4%

10,000,000 3.8% 100.0% 100.0% 20,126,000 △ 10,126,000 △ 50.3%

228,362,000 87.5% 100.0% 100.0% 187,420,000 40,942,000 21.8%

13,847,342 5.3% 100.0% 100.0% 45,032,991 △ 31,185,649 △ 69.3%

0 － － － 850,000 △ 850,000 皆減

260,855,866 100.0% 100.0% 100.0% 299,980,991 △ 39,125,125 △ 13.0%

（単位：円）

令 和 ５ 年 度

金 額 構 成 比 対 予 算 比 支 出 済 額 増 減 額 増 減 率

50,541,585 20.1% 84.2% 91,036,662 △ 40,495,077 △ 44.5%

200,512,617 79.9% 100.0% 195,096,987 5,415,630 2.8%

0 － － 0 0 －

251,054,202 100.0% 96.2% 286,133,649 △ 35,079,447 △ 12.3%

令 和 ５ 年 度 と の 比 較

支 出 済 額 令 和 ５ 年 度 と の 比 較

収 入 済 額
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令和６年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

令和６年度日高市水道事業会計決算 

令和６年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和７年６月１７日から令和７年８月４日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

                                               (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 1,054,511,000 1,072,168,819 17,657,819 101.7% 954,998,605 117,170,214 12.3% 

営業外収益 83,691,000 98,032,897 14,341,897 117.1% 174,905,882 △ 76,872,985 △44.0% 

合 計 1,138,202,000 1,170,201,716 31,999,716 102.8% 1,129,904,487 40,297,229 3.6% 

 

収益的収入の決算額は１，１７０，２０１，７１６円で、予算額を３１，９９９，７１６円（２．

８％）上回っており、前年度決算額と比較すると４０，２９７，２２９円（３．６％）の増加であ

る。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,176,456,000 1,118,212,628 58,243,372 95.0% 1,096,087,212 22,125,416 2.0% 

営業外費用 45,329,000 29,054,123 16,274,877 64.1% 20,347,083 8,707,040 42.8% 

特 別 損 失 50,000 47,264 2,736 94.5% 28,369 18,895 66.6% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,226,835,000 1,147,314,015 79,520,985 93.5% 1,116,462,664 30,851,351 2.8% 

 

収益的支出の決算額は１，１４７，３１４，０１５円（執行率９３．５％）で、７９，５２０，

９８５円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると３０，８５１，３５１円（２．８％）の増

加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はなかった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２２，８８７，７０１円の超過である。また、消費税及び地方消費税抜きの損益に

ついては、後述「４ 経営成績」のとおり１４，５７３，５８０円の純損失である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企  業  債 848,100,000 358,500,000 △ 489,600,000 42.3% 287,400,000 71,100,000 24.7% 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

負 担 金 138,380,000 118,977,969 △ 19,402,031 86.0% 71,797,000 47,180,969 65.7% 

合   計 986,481,000 477,477,969 △ 509,003,031 48.4% 359,197,000 118,280,969 32.9% 

 

資本的収入の決算額は４７７，４７７，９６９円で、予算額を５０９，００３，０３１円（収入

率４８．４％）下回っているが、前年度決算額と比較すると１１８，２８０，９６９円（３２．

９％）の増加である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 1,096,381,000 567,779,785 110,701,215 51.8% 539,611,447 28,168,338 5.2% 

企 業 債 

償 還 金 
129,326,000 129,325,376 624 100.0% 120,089,863 9,235,513 7.7% 

投 資 0 0 0 － 100,000,000 △100,000,000 皆減 

合    計 1,225,707,000 697,105,161 110,701,839 56.9% 759,701,310 △ 62,596,149 △8.2% 

 

資本的支出の決算額は６９７，１０５，１６１円（執行率５６．９％）であった。支出の主なも

のは、配水管布設等工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による翌年度繰越額は４１７，９００，０００円であり、

不用額は１１０，７０１，８３９円である。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２１９，６２７，１９２円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額３７，６３２，７８８円、過年度分損益勘定留保資金９１，２９２，４０４円、減債積立金９

０，７０２，０００円で補塡された。 
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３ 業務の状況 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年 度 末 給 水 人 口 54,014 人 54,298 人 △ 284 人 △0.5% 普及率 99.9％ 

年 度 末 給 水 戸 数 25,329 戸 25,065 戸 264 戸 1.1%   

年 間 配 水 量 7,245,869 ㎥ 7,076,140 ㎥ 169,729 ㎥ 2.4%   

年 間 有 収 水 量 6,430,712 ㎥ 6,396,459 ㎥ 34,253 ㎥ 0.5%   

有 収 率 88.8% 90.4% △ 1.6 ポイント    

本年度末の給水人口は５４，０１４人で、前年度と比較すると２８４人（０．５％）の減少、給

水戸数は２５，３２９戸で、前年度と比較すると２６４戸（１．１％）の増加となった。また、普

及率は９９．９％である。 

年間配水量は７，２４５，８６９㎥で、前年度と比較すると１６９，７２９㎥（２．４％）の増

加、年間有収水量は６，４３０，７１２㎥で、前年度と比較すると３４，２５３㎥（０．５％）の

増加である。 

なお、有収率は８８．８％で、前年度と比較すると１．６ポイントの減少となった。 

  

 

４ 経営成績 

本年度の経営については、経常損失が１４，５４５，９１０円であり、特別損失は２７，６７０

円だったことから、当年度純損失は１４，５７３，５８０円となる。なお、前年度は純損失が２２，

１４４，４０２円であり、損益収支は７，５７０，８２２円（３４．２％）の増加である。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が１５７，０２９，７４２

円の増加であり、また投資その他の資産は前年度と変動はなかった。流動資産が２６，４６２，２

７６円の増加となり、資産合計は１８３，４９２，０１８円、１．７％の増加となった。 

負債は、固定負債が２０７，３５９，６２４円の増加、流動負債が４０，４８３，２６４円の減

少となり、負債合計は１９８，０６５，５９８円、４．７％の増加となった。 

資本では、資本金が１９７，９４５，４６１円増加し、剰余金が２１２，５１９，０４１円減少

したことから、資本合計は１４，５７３，５８０円、０．２％の減少となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、１８３，４９２，０１８円、１．７％の増加となった。 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 150 円 25 銭 147 円 55 銭 2 円 70 銭 1.8％ 

供 給 単 価 135 円 61 銭 122 円 78 銭 12 円 83 銭 10.4％ 

差 益 △14 円 64 銭 △24 円 77 銭 10 円 13 銭  

給水原価については１５０円２５銭で、前年度と比較して２円７０銭（１．８％）増加した。ま

た、供給単価については１３５円６１銭で、前年度と比較して１２円８３銭（１０．４％）増加し

た。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和６年度の業務の状況、事業収益をみると、給水人口については前年度と比較して減少しているも

のの、給水戸数と年間配水量、年間有収水量は増加となっている。 

収益的収入については、令和５年度に実施した水道基本料金の減免による減収分を補填していた一般

会計からの補助金が終了したことにより営業外収益は前年度に比べ減少しているが、この水道基本料金

減免措置の終了による使用料金の増加に加え、減少傾向が続いていた大口使用者の給水水量が増加に転

じたことにより営業収益は増加したため、全体の決算額も増加となった。また、収益的支出について

は、営業費用、営業外費用ともに増加しており、全体の決算額も増加となった。 

水道事業の税抜きでの事業収益合計額は、１，０７３，２２０，０５１円で、税抜きの事業費用合計

額の１，０８７，７９３，６３１円を差引くと、令和６年度の純損失は１４，５７３，５８０円とな

り、前年度の純損失２２，１４４，４０２円と比較すると純損失額は７，５７０，８２２円縮小され

た。 

財政状況については、固定資産、流動資産ともに増加しており、資産合計は増加となった。負債につ

いては、流動負債が減少となったが、固定負債は増加となり、負債合計は増加となった。資本について

は、資本金が増加しているが、剰余金は減少となり、資本合計は減少となった。 

建設改良工事については、高岡浄水場ろ過池制御配管等更新工事のほか、配水管の新設及び老朽管の

布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費用が見込まれること

から、企業債の借入れを行う場合は、後年度の負担が過度とならないよう計画的に行う必要がある。 

また、経営指標を見ると料金回収率が１００％を下回っている。これは、事業に必要な費用を水道料

金で賄えていない状況である。今後、給水人口減少や大口使用者の需要減により水道料金収入の減少が

見込まれる一方、水道施設の老朽化に伴う多額の更新工事を計画的に行うため、令和８年４月に水道料

金の改定が予定されているが、この改定により安定的な財源を確保することにつなげ、経営基盤の強化

が期待される。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係

法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会

計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区   分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
712,420,000 730,939,647 18,519,647 102.6% 728,012,398 2,927,249 0.4% 

営業外 

収 益 
534,447,000 540,389,934 5,942,934 101.1% 469,429,949 70,959,985 15.1% 

計 1,246,867,000 1,271,329,581 24,462,581 102.0% 1,197,442,347 73,887,234 6.2% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
6,002,000 6,549,571 547,571 109.1% 6,401,158 148,413 2.3% 

営業外 

収 益 
38,619,000 38,620,326 1,326 100.0% 35,714,326 2,906,000 8.1% 

計 44,621,000 45,169,897 548,897 101.2% 42,115,484 3,054,413 7.3% 

合 計 1,291,488,000 1,316,499,478 25,011,478 101.9% 1,239,557,831 76,941,647 6.2% 

 

収益的収入の決算額は１，３１６，４９９，４７８円で、予算額を２５，０１１，４７８円（１．

９％）上回った。前年度決算額と比較すると、７６，９４１，６４７円（６．２％）の増加である。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
1,002,704,000 932,511,166 36,502,034 93.0% 922,360,433 10,150,733 1.1% 

営業外

費 用 
107,312,000 82,553,078 24,758,922 76.9% 88,080,696 △ 5,527,618 △6.3% 

特 別 

損 失 
150,000 148,637 1,363 99.1% 85,377 63,260 74.1% 

予備費 6,398,000 0 6,398,000 － 0 0 － 

計 1,116,564,000 1,015,212,881 67,660,319 90.9% 1,010,526,506 4,686,375 0.5% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
42,692,000 34,034,907 8,657,093 79.7% 33,806,157 228,750 0.7% 

営業外 

費 用 
665,000 664,118 882 99.9% 792,216 △ 128,098 △16.2% 

予備費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 44,857,000 34,699,025 10,157,975 77.4% 34,598,373 100,652 0.3% 

合 計 1,161,421,000 1,049,911,906 77,818,294 90.4% 1,045,124,879 4,787,027 0.5% 

 

収益的支出の決算額は１，０４９，９１１，９０６円（執行率９０．４％）で、７７，８１８，

２９４円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると、４，７８７，０２７円（０．５％）の増

加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は、３３，６９０，８００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２６６，５８７，５７２円である。なお、消費税及び地方消費税抜きの損益につい

ては、後述「４ 経営成績」のとおりで２６０，９７４，５１８円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づき、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 715,000,000 344,300,000 △370,700,000 48.2% 160,500,000 183,800,000 114.5% 

国 庫 

補 助 金 
118,900,000 36,600,000 △ 82,300,000 30.8% 12,100,000 24,500,000 202.5% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

5,584,000 5,394,836 △ 189,164 96.6% 3,611,089 1,783,747 49.4% 

他 会 計 

補 助 金 
121,791,000 121,791,000 0 100.0% 74,088,000 47,703,000 64.9% 

基 金 

収 入 
1,000 0 △ 1,000 － 0 0 － 

計 961,276,000 508,085,836 △453,190,164 52.9% 250,299,089 257,786,747 103.0% 

農

集

事

業 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

計 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

合 計 961,277,000 508,085,836 △453,191,164 52.9% 250,299,089 257,786,747 103.0% 

 

資本的収入の決算額は５０８，０８５，８３６円で、予算額を４５３，１９１，１６４円（収

入率５２．９％）下回っている。前年度決算額と比較すると、２５７，７８６，７４７円（１０

３．０％）の増加である。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金は４，４９９，７８０円、建設協力金は２５１，

３３０円、川越市負担金は６４３，７２６円であった。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改良費 
640,721,000 184,989,400 63,830,600 28.9% 89,347,544 95,641,856 107.0% 

企業債

償還金 
500,847,000 498,556,430 2,290,570 99.5% 503,919,016 △ 5,362,586 △1.1% 

投 資 1,000 0 1,000 － 0 0 － 

計 1,141,569,000 683,545,830 66,122,170 59.9% 593,266,560 90,279,270 15.2% 

農

集

事

業 

企業債 

償還金 
6,847,000 6,846,299 701 100.0% 6,718,748 127,551 1.9% 

計 6,847,000 6,846,299 701 100.0% 6,718,748 127,551 1.9% 

合 計 1,148,416,000 690,392,129 66,122,871 60.1% 599,985,308 90,406,821 15.1% 

 

資本的支出の決算額は６９０，３９２，１２９円（執行率６０．１％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、重力濃縮槽掻き寄せ機更新工事等

が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は、３９１，９０１，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１８２，３０６，２９３円の不足となるが、この不足額は、過年度分損益勘定留保

資金６７，９８１，５６８円、当年度分損益勘定留保資金３８，７１１，６７１円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額５，６１３，０５４円及び減債積立金７０，０００，０００円

で補塡された。 
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３ 業務の状況 

項 目 区 分 令 和 ６ 年 度 令和５年度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年度末処理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

712.72ha 

14.00ha 

712.72ha 

14.00ha 

0.00ha 

0.00ha 

0％ 

0％    
  

年度末処理 

区域内人口 

下水道事業 

農集事業 

35,524人 

292人 

35,591人 

301人 

△67人 

△9人 

△0.2％ 

△3.0％ 
  

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

34,844人 

278人 

35,582人 

286人 

△738人 

△8人 

△2.1％ 

△2.8％ 
  

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

17,064戸 

119戸 

17,082戸 

119戸 

△18戸 

0戸 

△0.1％ 

0％  
 

年度末普及率 
下水道事業 

農集事業 

65.1％ 

0.5％ 

64.8％ 

0.6％ 

0.3ﾎﾟｲﾝﾄ 

△0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

             

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

4,376,537㎥ 

43,319㎥ 

4,016,095㎥ 

36,897㎥ 

360,442㎥ 

6,422㎥ 

9.0％ 

17.4％  
  

年間有収水量 
下水道事業 

農集事業 

4,027,909㎥ 

37,161㎥ 

4,025,932㎥ 

36,324㎥ 

1,977㎥ 

837㎥  

0％ 

2.3％    
  

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

92.0％ 

85.8％ 

100.2％ 

98.4％ 

△8.2ﾎﾟｲﾝﾄ 

△12.6ﾎﾟｲﾝﾄ 
 

  

 

下水道事業については、年度末の水洗化済人口は３４，８４４人で、前年度末と比較すると７３８

人（２．１％）の減少、水洗化済戸数は１７，０６４戸で、前年度末と比較すると１８戸（０．１％）

の減少となった。年間汚水処理水量は４，３７６，５３７㎥で、前年度末と比較すると３６０，４４

２㎥（９．０％）の増加、有収率は９２．０％で、前年度末と比較すると８．２ポイント減少した。 

農業集落排水事業については、年度末の水洗化済人口は２７８人で前年度末と比較すると８人（２．

８％）の減少、水洗化済戸数は１１９戸で、前年度末から変動はなかった。年間汚水処理水量は４３，

３１９㎥で、前年度末と比較すると６，４２２㎥（１７．４％）の増加、有収率は８５．８％で、前

年度末と比較すると１２．６ポイント減少した。 
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４  経営成績 

本年度については、経常利益が２６１，０９２，１１８円であり、特別損失が１１７，６００円

あったことから、当年度純利益は２６０，９７４，５１８円となる。なお、前年度の純利益は１９

２，４６８，９００円であり、６８，５０５，６１８円（３５．６％）増加した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が３７１，５９７，２４２

円の減少、流動資産が２９２，６１５，４７３円の増加などにより、資産合計は７８，９８１，７

６９円（０．５％）の減少となった。 

負債合計では、未払金が減少したことなどにより３３９，９５６，２８７円（３．１％）の減少

となった。 

資本合計は、資本金及び剰余金の増加により２６０，９７４，５１８円（４．９％）の増加とな

った。 

これらのことにより、負債資本合計は７８，９８１，７６９円（０．５％）の減少となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 160 円 33 銭 169 円 25 銭 △8 円 92 銭 △5.3％ 

使 用 料 単 価 158 円 77 銭 158 円 28 銭  49 銭 0.3％ 

差 益 △1円 56 銭 △10 円 97 銭 9 円 41 銭  

処理原価については１６０円３３銭で、前年度と比較すると８円９２銭（５．３％）減少した。

また、使用料単価については１５８円７７銭で、前年度と比較すると４９銭（０．３％）増加し

た。 

その結果、差益は使用料単価が処理原価を１円５６銭下回り、前年度と比較すると９円４１銭の

増加となった。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和６年度の経営成績をみると、収益的収入においては、下水道事業及び農業集落排水事業の収益

がともに増加となり、全体の決算額としても増加となった。 

また、収益的支出においては、下水道事業及び農業集落排水事業ともにわずかに増加となり、全体

の決算額としても増加となった。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業が増加したため全体の決算額も増加となった。 

さらに、資本的支出においては、下水道事業及び農業集落排水事業の支出がともに増加したため、

全体の決算額としても増加となった。 

下水道事業、農業集落排水事業の税抜きの事業収益合計は１，２５１，５７３，５７１円で、税抜

きの事業費用合計９９０，５９９，０５３円を差し引くと、令和６年度の純利益は２６０，９７４，

５１８円となり、前年度と比較して６８，５０５，６１８円の増加となった。 

財政状況については、流動資産は増加しているが、固定資産は減少となり、資産合計は減少となっ

た。負債については、固定負債及び流動負債ともに減少となり、負債合計も減少となった。資本につ

いては、資本金及び剰余金ともに増加となり、資本合計も増加となった。 

経営指標を見ると、令和４年度から経費回収率が１００％を下回っており、事業に必要な費用を下

水道使用料等の使用料で賄えていない状況が続いている。当年度純利益が出ているものの、経常的な

営業損失を繰出基準外の一般会計繰入金で補填している状況が続いている。また、大規模な施設に係

る工事費を賄うため下水道事業の内部留保資金を取り崩した結果、現金預金が著しく減少している状

況にある。これらの状況の改善に向けて、令和７年９月に下水道使用料と農業集落排水施設使用料の

改定が予定されているが、この改定により安定的な財源を確保することにつなげ、経営基盤の強化が

期待される。 

さらに、第２期日高市下水道ストックマネジメント計画等に基づき、優先順位を見極め計画的かつ

効率的に施設、設備の更新を進めていくことが求められる。その財源を確保するため、引き続き国庫

補助金や企業債を活用し世代間の費用負担の公平性を図っていく必要がある。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関

係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、か

つ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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